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序　農民層分解論の基本視点と問題

　　の限度

　①　農民分解論は，周知のように農業・農民問題にお

けるきわめて実践的な現状分析論的研究分野に属するも

のであるといわれている。この農民層分解は，もっとも

古典的・定式的には，農業における基本的な生産手段で

ある土地を所有（あるいは占有）し，その土地とその他

の生産手段を結合させて自己および家族の労働力をもち

えて農業生産（経営）を営んでいる農業者一つまり，

生産手段と労働力の全部がその殆んどを所有して農業生

産を営なむ小生産者としての農民一が，資本主義社会

における基本的な階級である「農業企業家と農業労働者

にわかれていく過程である1）。」といわれる。つまり，小

生産者としての農民が，農業における商晶生産の発生・

発展にともなって，　「財産上の不平等の発生2）」を余儀

なくされ・分化し，そして農民層の多くが「財産上の不

平等」を越えてさらに無一物の労働者になり，ごく一部

の農民が上昇して農業企業家になる過程，一一すなわち，

「中位の『農民』の減少によって，両極の群を発展させ

ながら，農村住民の新しい二つの型3）uとしての敵対的な

「農村ブルジョアジーと農村プロレタリアート」を創出

する過程，これが，古典的に農民層の分解であるといわ

れる。それゆえ，この過程を体系的・理論的に究明把握

するのが，農民層分解論であるといえる。

　このように，農民層の分解は，農業における商晶生産

の発生・発展過程においてもたらされるものであり，そ

れゆえ農民層の分解は，農業における商晶生産に触発さ
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れてのそこでの「農民のあいだでのすべての経済的矛盾

の総体4）」の結果として現実化されるものである。その

意味で農民層の分解は，「商事経済のカテゴ1）　一5）」に

属するものであり，農民をとりまくすべての「異色的矛

盾の総体」として現実化される限り，その分解論は，す

ぐれて農業・農民問題における現状分析論に属するもの

であるということになる。

　ところで，経済過程の展開・発展は，きわめて連続的

に展開・発展するのを特徴とするものである。それゆえ，

農民層の分解は，中位農民層の「財産上の不平等」の発

生による分化を通しての農村における，「農村ブルジュ

アジーと農村プロレタリアート」の形成にあるといって

も，それは，かならずしも一挙に直線的にもたらされる

ものではない。つまり，この農民層の分解過程は，国に

より・時代により，きわめて多種多様な過程をたどって

進行するものである6）。そして，農民層の分解は，農業

における商晶生産の発生・発展において現実化される限

り，この分解過程の把握は，特定国の，一定の歴史の発

展段階における具体的な農業生産における豊年生産の分

析によって果たさなければならないことになる。ところ

で，農業におげる商晶生産の発生・発展とは，本来的に

自然物である土地を基礎にして，つまり，現物経済をも

とにしての農業生産から過去の人心労働の体化されたも

のとしての生産手段をもとにしての生産が営なまれるよ

うになることである。したがって，このような過去の労

働の体化された生産手段を生産の基軸とするような農業

生産が，いかに形成され・展開されているかという点の

把握をもとにして，農民層の分解は，具体的に究明把握

されなければならない。その意味において，農民層分解

は，すぐれて農業生産の発展構造の時系列的な現状分析

をもって明らかにされなければならないといえるのであ

る。

　②　前にふれたように農民層分解は，農業における商

品生産の発生・発展過程において，小生産者としての農

民層が，農村ブルジョアジーと農村プロレタリアートの

両極に分かれていくことであるが，それは，かならずし

も直線的に展開・進行するものではなかった。それは，

国により・時代により多種多様な過程・形態をとって展

開・進行するものである。そこで，この過程を具体的に

把握するには，特定国の一定の歴史段階における，農民

の農業生産（経営）の連続的な再生産過程を分析・把握

することによってなされなければならない。つまり，農

民層分解は，農業における商晶生産の発生・発展過程に

おいて農民層間に「財産上の不平等」が発生し，それが

展開する線上において現実化されるものである。それゆ

え，分解が現実化されるためには農民層の現実の再生産

過程での分化の段階が横たわるのである。そこで，この

ことを少し具体的にいえば，それは，農民層間に経営規

模の格差の発生することであり，この経営規模の単なる

格・差の発生は，分解とはいえない。というのは，そこに

は資本対賃労働関係がいまだ現実化されていないからで

ある。　したがって，農民層の分解に先行するものとし

て農民層閥の「財産上の不平等の発生」・いわゆる農民

層の分化の段階が横たわるといえるのである。そして，

この農民層の分化の進行の深化において，農民層は，現

実的に資本対賃労働の成立として両極に分解するのであ

る。それゆえ，小生産者としての農民層が，商品生産者

化を余儀なくされ，その降嫁生産の競争に破れ農業の基

本的な生産手段である土地の一部あるいは全部を失なっ

て，土地所有者（地主）と一定の貸借関係に入りこみ，

農民が自小作農・小作農となるがごときは分化の段階な

のであり，分解ではない。したがって，農村における地

主・小作関係の成立・展開のみをもって農民層の分解と

はいえないのである7）。しかし，農民層の分化の進行・

進化の一定の展開において，農民層の分解が現実化され

るのであるから，次のような分化の状態を含むものとし

ていうならば，それは分解という範蠕において考えても

よいであろう。つまり，分化の段階を通して，農民層が

何らかの形で他人を雇用するか，雇用されるかというも

のであるならば，その分化は，農民の脱農化の過程とし

ての分解と密接に表裏をなしているといえる。そこで，

このような分化は，分解の範疇に入る。

　ところで，農民層分解は，農村内部における農業資本

家と農業労働者の形成にあると文字通り解する必要はな

い。つまり，農民層分解は，　「商晶生産のカテゴリー」

に属するものであり，それゆえこの魚倉生産は，社会的

な分業の発生・展開を同時に含むものである。この社会

的分業は，近代社会の発生の初期においては農業からの

農村家内工業の分離としてもたらされる。そして，この

社会的分業の形成・展開は，多かれ少なかれ農業生産そ

れ自体の質的な変化を要求する。なぜなら，農業から分

離した農村家内工業それ自体が，その展開・発展の基礎

としての労働力を農業から吸収するからである。そこで

農業それ自体は，かかる工業による労働力の吸収に応じ

て自からの生産をかえなければならなくなるのである。

かかる過程において，農民層の分化・分解が，農業の内

部的にとともに外部的にも社会的総生産過程に関係する

ようになる8）。したがって，農民層の分化，分解が，農

業における資本対賃労働を形成するとともに工業におけ

る賃労働の形成を含むものであるといわなければならな
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いのである。この農民層の分化・分解による，農業外の

賃労働者の形成は，農業生産における労働技術体系が小

農的技術として展開している国において，特に激しくも

たらされる。つまり，農業における技術体系が，小農的技

術の発展としてもたらされていると：ころでは，虚業にお

ける資本対賃労働関係の成立というより，農外の賃労働

者の形成として，農民層の分化・分解は展開するのであ

る9）。それゆえ，かかる辰業外の賃労働者の形成とし

て，農民層の分化・分解が展開しているところでは，農

業における農民の生活水準の獲保の条件に規制されて農

民外の賃労働者の賃金水準は，きめられることになる。

わが国における，明治維新以降の農民層分解の基調は，

農業における資本対な労働の形成というより，自作農と

自小作小作の分化・分解を通しての農外の賃労働者の形

成というところにあったとみなされる。

　したがって，わが国における農民層分解の究明は，い

かにして農民の生活水準部分が形成され，非農業生産部

門と関係するかという点をもちながら果たされなければ

ならない。

　③　ところで，農民層分解論は，炭業における商品生

産の展開・発展過程での，資本対賃労働の形成として究

明されるのであるから，それは，経済学における基本的

諸融融である労賃・利潤・地代が，いかに形成され・確

立されるか，という視点を常に念頭において把握しなけ

ればならないのである。つまり，富民層分解を体系的・

理論的に把握・究明するには，まつ経済学における諸系

鷹をもって，特定国における，…定期間での農民層の変

貌過程を具体的に分析しなければならないが，この場合

の分析は，単に諸点曝の機械的・1ゴ男湯的な適用によるの

ではなく，それが特定国における一定期間の農民層の展

開のうちに，いかに形成・確立されつつあるのか，ある

いはいかに形成・確立されてきたのかという点において

はたされなければならない，　と私は考える。　というの

は，そうすることによって患家LU・理論的な経済学の諸

範疇が，特定国の，一定の歴史の発展段階における具体

的内容をもったものとして把握され，そして農業生産の

有機的な展開が，体系的に豆に分析・把握される，と私

は考えるからである。

　ところが，これまでのわが国の農民層分解にかんする

理論的な分析・把握の多くは，経済学の基礎範疇である

地代心酔一いわゆる土地所有範疇を分析・把握の前提

におき，かっこの地代＝土地所有範聴の固定的な適用を

もって，農民層の分化・分解を論じ・論定するか，諸範

臨の正しい把握の上に確定されるべき「独占資本」なる

範疇をアプリオに前提することによって，それを論じ・

論定しているものとみなされる。

　例えば，戦前のわが国の農民層分解の把握についてい

うと，それは，「半封建的・封建的土地所有」という範

［疇を分析および論述の前提としてアプリオリにおき，そ

の範躊の固定的な摘用と展開によって農民層の分化・分

解を分析し・把握しているのがその一例である。戦後に

おいては，「独占資本」の農業生産の把握として，それ

の機械的なくりかえしによって，農民層の分化・分解を

分析し・把握するごときが，その例である。

　④　そこで，ここでは，農民層分解の体系的理論的な

把握・究明は，いかになされなげればならないかという

点を念頭において，戦前における地代＝土地所有範傭を

もってわが国の農業生産構造の展開を把握していた見解

を検討・批判しながら，農民層分解論の正しい方向を究

明したい10）。したがって，ここでは，農民層分解の体系

的・理論的な把握・究明において，地代＝土地所有高騰

は，いかに位置づけられ・かつ論じられなければならな

いかという点に問題を限定したい。

註　1）　y一ニン『ロシアにおける資本主義の発展X，

　　　『全集』第3巻，48頁，大月書店版。以下この

　　　版による。但し，『一発展』と略記する。

）
）
）
）

2
3
4
5

レーニン『一発展S，

レー＝ンr一一発展．9，

レー＝ンr一発展S，

レーニン『一一発展』，

　点について，花田仁伍氏は，

　そって，膿民謡分解は「『商品経済が，

　展のうちに，資本主義経済に転化して』

　ニン『一発展』，同上書，13：頁）いく過程の

　別の表現にほかならないから，『商晶経済のカ

　テゴリー』（同前，13頁）であることは間違い

　ない。・…農漏壷分解の問題は本質的に商品生

　麓の範疇（カテゴリー）に属するといえる。」

　（「農民層分解と商品生産・農産物価格形成の論

　理一一一農地改革を契機とつるその変化一J，九

　州農業経済学会『農業経済論集』第15巻，1

　頁，1964年）と指摘している。

6）　つまり，農民層の分解過程は，小生産者とし

　ての農民が，生産の展開における諸々の経済的

　要因によって触発され，それは数年にも数十年

　にもわたって進行するものである。　（レーニン

　「農業における資本主義の発展法則についての

　新資料」，『全集』第22巻，72～73頁，大月

　版。以下「一新資料」と略記する）。

同上書，166頁。

団一上！量ヒ，　168　頁。

同」二丈，　165　頁○

岡上書，13頁。この

　レーニンの指摘に

　　　　　　その発

　　　　　　　（レー
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7）　つまり，吉野城氏は，戦前におけるわが国の

　農民層分解は，自作農の地主・小作の関係の両

　極分解であるといっているのであるが，単にそ

　れだけをもって農民層分解というのは正しくな

　い。　（吉野城『日本農民分解論』，94頁，1958

　年，大月書店）。　なお，この指摘については，

　山崎春成氏「農民分解論」・近藤康男編・新版

　紹農業経済研究入門』第3章第1節，206～207

　頁参照。

8）　レーニン『一発展』第！章参照。

9）　このような技術体系のもとにおいては，家族

　労働力の燃焼が先行し，他人の労働力を雇用す

　るだけの生産基盤の形成がなされていないから

　である。

10）　レーニンは，農民層分解を把握する場合に，

　常にマルクスの『資本論』第37章の論述をも

　とにして，　「そこに諸君は，資本が歴史の舞台

　に登場するときに見いだすきわめて多種多様な

　土地所有形態一封建的，氏族的，共同体的一

　・・，国家的，等々一が指摘されているのを，

　見られるであろう。資本は，これらすべての種

　々の土地所有形態を自分に従属させ，霞分にあ

　うように改造する。しかしこの過程を理解し，

　評価し，統計的に表わすためには，この過程の

　形態が異なるのに応じて，適宜に問題提起と観

　究方法をかえることができなければならない。」

　（レーニン「一一新資料」，『全集』第22巻，58

　～59頁）と指摘している。　そして，レーニン

　は，いろいろの農業生産の展開に応じて農民層

　分解の指評をその都度変えて分析している。し

　かし，レーニンは，そのように農民層分解を論

　述しながら，農罠層分解と土地所有との関連に

　ついては理論的に明瞭に論述していない。この

　点の考察については，　とりあえず原田統之介

　　「雇役制度について」（九州大学if経済学研究』

　第30巻，1963年），　日南田門真防シア農政

　史研究』，1966年，御茶の水書房の論文・論著

　を参照されたい。

第1章　旧講座派における農民層分解

　　　　　と地代範疇

一野呂・紅霞（盛）・平野（義）理論を中心として一一

わが国における農民層分解と地代範疇に関する見解を

学説的に検討・批判するには，戦前においてわが国の資

本主義分析を体系的・理論的にはじめて把握しようとし

た，揖講座派と呼ばれている人々の，その見解の検討・

批判からはじめるのが，適当であると考えられる。とい

うのは，隅講座派は，周知のようにわが国の明治維新以

降の農業生産を半封建的土地所有にもとつく，半封建的

零細農業生産であると規定し，この規定をもとにしてわ

が国資本主義の展開・発展の特殊性を，はじめて構造的・

体系的に分析しているといえるからである。

　ところで，IIH講座派における理論的・実践的先覚者は，

野呂栄太郎氏であったといわれている。つまり，わが国

資本主義の体系的・理論的分析にかんする，旧講座派の

理論は，この野呂氏によって問題が提起され・論じられ

たわが国資本主義論をもとにしての，そこでの論点の山

田盛太郎氏・平野義太郎氏による，その論のヨリー層の

展開・深化という形をとって，完成されたものといわれ

ている。そこで，旧講座派のわが国資本主義論は，野呂

氏によってその「原型」が与えられ，山田・平野の両氏

によるそれのヨリー一層の展開・深化ということによって，

体系的に完成されるにいたったものであるといわれてい

る。

　この意味において，ここで旧講座派の農民層分解と地

代範疇にかんする見解（理論）を検討・批判するにあた

って，旧講座派のわが国資本主義論の「原型」を与えた

といわれる野呂氏のその見解（理論）と旧講座派理論の

体系的完成者といわれている山田・平野両氏の見解（理

論）に視点を据えて検討・批判をするのが適当であると

考えられる。

　しかし，あらためていうまでもないことであるが，旧

講座派の農民層分解と地代範躊の検討・批判といっても，

これらの論者が，直接この視点に則して，その論文・論

著をあらわしているわけではない。この点にかんするIEl

講座派の論者の見解（理論）は，これらの論者の各々の

わが国資本主義分析論およびそれに則しての明治維新以

降の農業農・民問題把握論を展開している，論文・論著

において論述されているその中にみられるものである。

その限りにおいて，これらの論者の，論文・論著の中か

ら，農民層分解と地代範疇にかんする見解（理論）を引

き出して検討・批判するのは，適当でないかも知れない。

しかしながら農民層分解は，「農民のあいだでのすべて

の経済的矛盾の総体」として，土地を基軸として営まれ

ている農業生産の三三経済・商晶生産の浸透によっても

たらされるものとするならば，これらの論者の論文・論

著の中で，いかに農民層分解をわが国資本主義の展開・

発展のもとにおいて土地所有＝地代範躊との関連から把
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握し・論述していたかという点に，視点を据えて検討・

批判するのも無駄ではないであろう。そこでこの章で

は，野呂・山田・平野氏のわが国資本主義論での，農民

層分解と地代範疇にかんする見解（理論）に視点をおき

その検討・批判をすることにしたい。

第1節　野呂氏における農民層分解と地代範疇

　野呂氏のわが国の農業・農民問題把握の見解とその理

論は，氏の理論的・実践的活動のなかから大きく分けて

二つの見解があるといえる。つまり，氏の学生時代の研

究と「日本労働学校その他における『資本論』の講述中」

の成果として発表された「日本資本主義発達史」（以下

「一一発達史」と略記する）と27年テーゼをなかにはさ

んで完成したといわれる「日本資本主義発達の歴史的諸

条件」　（以下「一斗条件」と略記する）の段階での見

解，それと労農派との論争の過程でもたらされた見解と

が，それである1）。

　ここで，先走って野呂氏の見解の金体にわたって要約

的にいっておけば，氏の農民・農民問題にかんする理論

は，「資本の論理」を前面にだしてわが国の明治維新以

降における農業・農民問題を把握するという側面と「土

地所有の論理」を理論の前面にだして把握するという側

面において，維新以降の農業・農民問題把握をするとい

う二側面があると基本的にいえるのであるけれども，し

かし，その展開は，終始一一一一・冷しているとはいえないので

ある2）。

　つまり，「一一諸条件」段階までの氏の見解は，この

「資本の論理」を前面に出して，資本が，いかに明治維

新以降のわが国における農業生産の展開・発展過程のう

ちに，そこでの「土地所有」をとらえて農業生産が営な

まれつつあるかという観点において，基本的に論述され

ているといえるのである。しかし，労農派との論争の段

階になると，氏の見解は，「土地所有の論理」の側面が

理論の前面にでて，「資本の論理」の側面は全く後退し

てしまい，土地所有の側面においてわが国の農業の再生

産過程を体系的・理論的に把握することが，大切である

というようになってくる。そこで，このような氏の二側

面の見解が，いかに展開され，どのように氏の「資本の

論理」の側面からするわが国農業生産の把握の理論が，

「土地所有の論理」による農業生産把握の理論に変化し

ていったかを検討しながら，氏の農民層分解と地代範麟

の見解を以下検討・批判していこう。

　置　1）　野呂栄太郎の労作は，『日本資本主義発達史』

　　　　の書名で，鉄塔書院・1930年，岩波書店・！935

　　　　年，出版されているものと，『野呂栄太郎全集s

　第一巻（1947年，岩波書店），　『野呂栄太郎著

　作集』第一集・第二集・第三集（1949年，三一

　書房），『野呂栄太郎全集di上（1965年，新日本

　出版社）等々がある。この最後の新日本出版社

　版は，旧かなづかいで書かれている原文を新か

　なつかいに改めて出版されている。ここでは，

　この上巻に集録されている限りでの論文は，こ

　の版によった。それ以外は，三一・書房の蟹著作

　集』により，旧かなづかいを新かなづかいに引

　用者が改めて引用している。以下『全集湧上，

　『著作集』として略記することにする。

2）　この点について，大内力氏は，野呂氏（コ講

　座派）の「土地制度史観」によるものであると

　批判している。　（大内力『N本経済論di上，54

　頁，1962年，東大出版会）。

（1）　「一発達史」・「一転条件」段階での野呂氏

　　　の農民層分解と地代範躊

　この段階での，野呂氏の農民層分解と地代範騰にかん

する見解（理論）は，かっての「日本資本主義論争」に

おいて中心的論争点であった明治維新変革について，明

治維新は，基本的にブルジョア革命であったという見解

の上にたって展開されている。　しかし，その見解は，

「一一発達史」と「一気条件」では若干の距離がある。

　つまり，「一発達史」では，明治維新変革は，「資本

家と資本家的地主とを支配者たる地位につかしむるため

の1）」「政治革命であるとともに，また広範にして徹底せ

る社会革命であった2）」という，いわゆる明治維新のブ

ルジョア革命説を，野呂氏はとっていた。しかし，「一

諸条件」では，明治維新変革は，　「あきらかに強力的政

治革命であったとともに…・また広範なる社会変革であ

った3）」という見解をとる，とともに「明治維新が，た

だちにブルジョア革命一有産者団［ブルジョア階級］の

政権掌握一を意味するものでなかったことはもちろんで

ある4）」という見解をつけくわえることによって，氏は

明治維新をとらえていた。したがって，氏の「一一発達

典」での明治維新変革の見解は，一般にいわれるブルジ

ョア革命説であったといえるが，「一一諸条件」での，

氏のその見解は，ブルジョア的革命説を，いわゆるかな

り不充分なブルジョア革命説をとっていたといえるので

ある5）。

　この両論文における野呂氏の明治維新変革についての

距離的差が，明治維新以降の農業・農民問題にたいする

理論的な見解の差としても，両論文にあらわれている。

この点を踏まえて両論文での，氏の見解を検討していこ
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う。

註　1），2）　野呂『全集謝上，58頁。

　　3），4）　野怨望上書，165頁。

　　5）　この両論文について，上山春平氏は，　「一

　　　発達史」は自主的なものであIO　，「一一諸条件」

　　　は「27年テーゼ」を契機とする「国際的権力の

　　　圧迫による思想的転向に近いものを感ずる」

　　　（「思想における緕平和旧共存譲の問題」・講座

　　　現代思想11巻，237頁，1958年，岩波書店）

　　　　と述べている。これにたいし神田文人氏は，野

　　　呂氏は，「27年テーゼ」を契機として，地主小

　　　作関係の分析に重点をおき，そこでの封建的生

　　　産関係を強調しているが，　「一発達史」全体

　　　のシェーマを変更するものではなかったといっ

　　　ている。（神田文人「野呂栄太郎論」一その思想

　　　史的検討一・『史学雑誌』第69編第11号，28

　　　頁，1960年）。なお，福富正美氏は，この点に

　　　ついて，　「上山氏の見解よりも神田氏の指摘の

　　　方がはるかに正しいと考える。」　（「日本資本主

　　　義の分析方法と野呂栄太郎の農業理論」・山口

　　　大学『東亜経済研究3第37巻第2号，25頁，

　　　1963年），といっている。ともあれ本文にみる

　　　ように，野呂氏の農業理論にかんする限り，両

　　　論文にはかなりの差があることは事実である。

（a）　「一発達史」における見解

　この論文での，野呂氏の農民層の分化・分解にかんす

る見解は，先ず明治維新を契機とする明治6年（1873

年）の地租改正による，地租の全納化にともなう農民層

の貨幣経済化＝商品生産者化に求める。

　つまり，周知のように地租改正は，これまでの土地の

占有者にたいし，土地の自由な私的所有を法認すること

により，その土地所有者に金納地租の義務を負わしめる

とともにその土地の自由な売買・質入・移転を認めるも

のであった。これは，資本主義社会体制における体制的

基礎としての，私的所有の体制的な確立を意味するもの

であり，かつ，地租の金納化は，わが国における近代的

租税制度の確立をもたらすものであった。この意味にお

いて，地租改正は，わが国が，徳川封建社会＝資本主義

社会への脱皮する起点であったといわれる。そこで，こ

の地租改正によって，農民層は，金納地租を納めるため

に，貨幣経済・商品経済にまきこまれざるをえなくなっ

た。この農民層の貨幣経済：・商晶経済化は，農民層が，

自ら生産した生産物を商品市場との関連において貨幣に

実現せざるをえなくなったことを意味するものである

が，商品市場においては，いわゆる「一物一価」の法則

が，作用するがゆえに，農民層の経済力は，自らの生産

物が市場との関連において，いかに実現されるかによっ

て，変動するようになった。ここに，明治維新以降の農

民層の分化・分解の，その必然性があったのである，と

野呂氏は把握したのである1）。

　しかし，マルクス主義的方法論をもちいて，実践的・

理論的に「日本資本主義」分析をした，野呂氏は，明治

維新以降の農民層の分化・分解を，単に地租の金納化に

あったと指摘するばかりでなく，農民層の社会の発展過

程における，農業生産の以下のような矛盾の存在が，土

地所有者としての農民層の分化・分解をもたらしたもの

であると，その必然性を理論的に主張したのである。

　つまり，農民層は，地租改正によって土地の私的所有

を法認されたのであるけれども，そこでの生産は，劃建

的生産様式の基礎をなした，封建的小規模農業生産その

ままの踏襲としての，生産であったと，野呂氏はみなし

た。かかる土地の私的所有と生産における封建的小規模

生産の矛盾が，明治維新以降の農民層を分化・分解せし

めたものである，と氏は，以下のように主張したのであ

る。

　「明治維新の改革とくに土地改革は私有権の確認，

地租改正などによって土地を純然たる資本家的搾取の

手段たらしめ，資本家的地主の存在を可能ならしめた

が，恩恵は毫も自作農および小作農におよばざりしの

みならず，かれらはかえって耕作権の不安定，諸種の

入り会い権の没収などに遭遇したるうえ，資本主義的

価格変動のもっとも不利なる影響をうけなければなら

なかったのである。封建的野求をまぬがれた者は，小

作農や小農民（自作農…・引用者）ではなくして産業

資本家化せる地主だけ2）」であり，小作農および小農

民としての自作農は，　「資本主義的企業経営の危険を

さえみずから負担しなければならなくなった。しかも

穀価上騰による利益は，小作料の穀粉制とわが国農業

の特徴たる絶対および較差（差額・…引用者）地代法

則の完全なる作用とにより，ことごとく地主の亭有す

るところとなったのである3）。」　しかるに，明治「維

新の変革によってわが農業技術のうえにはなんら取

り立てていうほどの革命的変革はみられなかった。

・… ｾ治以降におけるわが農業経営は，いぜん封建的

小規模経営にとどまり，ただますます集約化されたに

すぎなかった。・…封建的所有関係そのものだけは革

命的に根本からくつがえされ，資本主義的所有関係が

これにかわったのである。ここにわが農業の特殊性が
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あり，わが資本主義の発達および変革の過程におげる

農業の特別なる重要性がひそむ4）。」

　このような明治維新以降の農業・農民問題にたいする

野呂氏の見解は，明治維新の変革一特に土地改革一を起

点として，わが国の農業生産が，r資本の論理」の作用

にまきこまれたということを示すものである。　それゆ

え，氏の引出層の分化・分解にかんするここでの兇解は，

基本的に資本の農業生産への浸透という観点において展

開されているものということができる。　と同時に，　氏

は，農業生産における封建的小規模農業生産の存在を強

く主張している。これは，後にみるように氏の論理の矛

盾ではなかろうか。

　そして，野呂氏は，このように明治維新以降の，農業

生産の「資本の論理」の作用ということを，強く主張し

ているのであるけれども，その主張は，きわめて観念的

で概略的なものであったといわなければならない。つま

り，氏は，土地の私的所有の確認辰業生産の資本制三市

場法則の作用（農民の商品経済への従属）農業における

　「絶対および較差（差額…引用者）地代法則」の作用

として，明治維新以降のわが国野業生産への，資本制的

経済法則の作用をきわめて単純に論述しているのであ

る。そのために，氏は，ここで私的土地所有にもとつく

小規秩農業生産という視点において明治以降の，農業・

農民問題を提起し，そこでの矛盾とその矛盾の展開の把

Vhという，分析の方法をとらなかった5）。

　ところで，農業における資本制地代法則の作用をいう

には，農業寅労働者・借地農業者・土地所有者という，

いわゆる資本制社会での「三分割制」の確立のうえに，

農業生産が，営まれているということがなければならな

い。しかるに当rい（現在もそうであるが）の，わが国の

炭業生産は，このような「三分割制」の上に営なまれて

いる生産ではない。つまり，資本制地代は，資本が，土

地所有を自己の論理のもとへ従属させ，颪接的生産者の

生産する剰余価値のうちから，資本が自己のとり分とし

ての利潤部分を挫除し，その残余部分が，地代として土

地所有者が収奪するものである。例え，野呂氏の上の引

用文にみられるように，明治維新以降の地主の，土地所

有者としての有利性が，指摘でき，そして地主・小作農

なる階級関係をということができるにしても，そこから

ただちに修業生産における資本制地代法則の作用をいう

ことは，できない。というのは，そこには地主と小作辰

なる「二分割制」をいうことができても，「三分割制」

一いわゆる借地農業者の存在一一をいうことが，でき

ないからである。

　そこで，辱呂氏は，ここで，そう先走らずに，明治維

新の変革を契機として，いかに資本が，自由な私的土地

所有をもとにして，わが国の炭業生産をとらえ，かっと

らえつつあったか，というように問題をたてて論を展開

すべきであったのである。この意味において，氏のここ

でのわが国の炭業生産の，資本制地代法則の作用という

一撃は，きわめてはるかに先走った，観念的・感覚的な

見解であったといわねばならない。事実，氏自身も小作

辰と地主については，ここで，次のように把握している

のであるからなおさらである。

④　小作農について

　　「わが国における小作農は，イギリスにおける資本

家的小作農とはもちろん違うが，といって農業労働者

とも同一ではない。いわばある意味において両者の中

間性を帯びている。農業経営上の全危険を負組する点

において前者にひとしい。だが，その危険の負担にも

かかわらず，企業利得の全部を地主に収奪され，ほと

んどまったくその分配に参与しえない，という点にお

いて後者にひとしい。しかもわが小作農が一種の辰業

労働者として受けるところの寅金は，けっして定額の

貨將賃金ではなくして，年の豊凶と農産物のもっとも

投機的なる価格変動とによって寒熱されるところの現

物賃金なのである6）。」

◎　地主について

　「小作料として平均収穫の五割ないし六割余を一

年々の作況にはほとんど関係なく一一穀物（主として

米）で定量的に収得し，地租として定額の貨幣一地

価（売買価格にあらず）の百分の二半という少額一

を納税する地主は，一種の産業資本家一しかも企業

経営上の危険を負担せぬ資本家一である。地主が収

得するところの年貢は，本来の地代と資本利子と企業

利潤との合計であって，・…地租は一種の資本利子税

にすぎない…・から，いわば地主たるとともに産業資

本家であるということができる。しかもかれらは企業

経営上の危険を一小作人にのみ負担せしめて一み

ずから分撫しない企業家であって，その関心の有する

のは，ただ穀物価格の高低いかん，すなわち穀価の高

からんことだけである7）。」

　このように野呂氏は，明治維新以降の小作辰と地主を

貨幣経済＝市場との関連において二重的に把握したので

ある。つまり，小作炭については，氏は，小作辰の生産

する生産物の価値を，いま仮りに資本制的商晶価値のよ

うに擬制的に　C（不変資本部分）＋V（可変資本部分）
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＋M（剰余価値部分）としてあらわせば，このM部分

は，全て現物で地主に収導されるところのものであるが，

残りのC＋V部分は，多かれ少なかれ小作農霞らが市

場との関連において，次の再生産のために実現していく

ものである，と述べているのである。そして，氏は，市

場において小作農の生産物としての，その商晶癒格は，

つねに変動するものであるから，小作農は，直接に「資

本制的市場法則」のもとにさらされるようになったので

あると，小作農と豊野市場との関連を述べ，小作農の商

晶生産者化を指摘しているのである。この点もう少し詳

述すれば，小作農の剰余であるM部分は，全面的に現

物で地主に収奪されるものであるから，小作農のもと

には，原則として剰余は残らない。さらに小作農の労賃

部分としてのV部分は，現物で小作農のもとに入るの

であるから，小作農は，市場での生産物の，価格変動の

関係において，次の再生産のための不変資本部分とし

ての，C部分とともにV部分を実現せざるをえない。

そこで，小作農は，市場での価格変動との関係におい

て，いかにC＋V部分が実現されるかということによ

って，その生活が動揺する。すなわち，「豊年には小作

農の手もとに残る収穫はいくぶん増大するが，大部分が

国内食糧晶たるわが農産物のごとき無伸縮性需要の特徴

としての価格は暴落・…凶年には，熱型が暴騰するが，

売却しうる何物も残らぬのみか，かえって購買者の地位

に転じなければならぬというのが，わが国一・般農民のし

ばしば当面するあまりにも残酷なる皮肉であるS）。」と，

氏は，小作農を市場との関連において，把握しているの

である。要するに，氏は，小作農が，自らの生活部分を

農業生産において獲得するという点において，農業賃労

働者的であり，自ら農業生産を主体的に営むという点に

おいて，イギリスにおける借地農業者的である，として

小作農を二重的に把握したのである。そして，氏は，

このような小作農をわが国の詩僧市場の展開にともな

う，小作農の商晶生産者化の必然性のうちに把握したの

である。そして，地主については，氏は，小作料（地代）

の収奪者としては本来的な意味での地主であるが，収奪

した現物小作料部分を市場で販売するという点におい

て，地主は，資本家的な意味での地主である，という点

において二重的に地主を把握しているのである。

　このように，「一発達史」において流れる，野呂氏

の農業・農民問題把握の，その基礎理論は，地租の金納

化を契機とする農業生産への「資本の論理」の作用とい

う視点においてなされているといえるのである。　つま

り，氏は，「資本の論理」の作用による，自作農の分化・

分解として，基本的に先ず把握し，そして，氏は，地主・

小作農関係の成立を述べ，かつ小作農のプmレタリアー

ト化を展開したのである。この農民層の分化・分解の把

握（分析）におげる，野呂氏の基本的な視角は，一そ

の論証・論述は，きわめて現象的・感覚的なものであり，

はなはだ不充分であるけれども一評価されてよいもの

と考える。というのは，農民層の分化・分解は，土地を

基軸として営まれる生産・経営への，資本（貨幣経済）

の浸透ということによって，つまり，その契機はどうあ

れ，農民層の商三生産二化という過程とその展開におい

て，現実化されるものであるからである9）。

　しかし，野呂氏のわが国の農業・農民問題把握におけ

る，農民層の分化・分解の以下に指摘されるような二四

は，充分に批判されるべきである。

　つまり，それは，すでにふれたように，野呂氏は，維

新以降の，土地所有の私的所有としての近代化と農業生

産の封建的小規模生産の矛盾の存在とその展開として，

の機民層の分化・分解を把握し，自由な私的小土地所有

にもとつく小規模農業生産として，問題を提起し，論を

展開しなかった，という点である。すなわち，このよう

な氏の，矛盾の把握にもとつく分析・論理の展開それ自

体が，矛盾であるといえるのではなかろうか。

　というのは，矛盾の把握は，対象とする事物あるいは

現象それ自体におげる矛盾の把握として，先づ果たさな

ければならないからである。それゆえ，互いに異質のも

のを同一次元において，それが合い入れないからといっ

て，そこに矛薦があるというような矛盾の把握は，正し

い矛盾の把握とはいえないであろう。つまり，経済学に

おいては，一定の生産力段階をもとにしての生産関係

（所有・非所有関係）が，　その段階での生産様式を形成

するという，基本命題がある1⑪）。それゆえ，土地のEkl由

な私的所有の確認・近代的土地所有（近代社会において

は，経済的に自由な土地の私的所有をもとにして農業生

産が鴬なまれるという意味において）の形成ということ

はいえても，そこからただちに，いわゆる三分割制にお

ける近代的；資本制的土地所有をいうことはできない。

そしてまた農業生産における小規模生産が存在するとい

っても，そのことからただちに，農業生産の封建的農業

生産の存在をいうことはできない。しばしば，これまで

指摘されているように，自由な私的小土地所有のもとに

おいても，小規模な農業生産の存在をいうことができ

る。それゆえ，同じ小規模農業生産といっても，封建的

なそれと自由な小土地所有のもとにおけるそれとでは，

そこに作用する経済法則は，おのずから異なるものとし

て把握しなければならないはずである。

　したがって，野呂氏は，明治維新以降における自由な
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私的土地所有の成立を認めているのであるから，氏は，

自由な私的小土地所有にもとつく小規模農業生産として

問題を提起して，そこでの経済法則の解明として問題の

把握にあたるべきであったのではなかろうか。氏が，こ

のように問題を提起して，維新以降の農業・辰民問題の

把握をしなかったところに，氏のその把握とその理論の

展開の不充分さが，あったといえるのである。ここに，

氏の後の論文にみられる，農業・農民問題把握とその理

論の展開における，氏自身のその把握とその理論の後退

を余儀なくされる，そもそもの要因が，あったのではな

いかと考えられる。

　また，後の旧講座派の人々の論文・論著における，こ

れらの人々のわが国の意業・農民問題把握とその理論の

展開も，野呂氏のここで指摘される，「資本の論理」の

作用による問題の把握にたいする見解の検討とそれをも

とにしての氏の論理の充分なる，批判（反省）的考察の

上に，農業・農民問題の把握とその理論の展開がなされ

なかったところに，彼等の理論の固定化があったのでは

なかろうか。

　註　1）　野呂if全集』上，58～65頁。

　　　2），3）　野呂圃上書，65頁。上点引用者。

　　　4）　野呂同上書，65　…　66頁。油点引用者。

　　　5）　拙稿「野呂栄太郎の『地代論』について一

　　　　その検討と論題点一」　（九州近代史研究会編

　　　　『歴史と現代』No．4，！964年）参照。

　　　6）　野｛引司上酪，66頁。

　　　7）　　響予呂1司上書，　87　頁0

　　　8）　野呂嗣上告，66頁。

　　　9）　農民層の分化・分解において，地租の金納化

　　　　は，その契機をなすものとしては評価されなけ

　　　　ればならないが，それのみによって分化・分解

　　　　ということは正しくないのである。この点につ

　　　　いて，レーニンは，「貨幣による年貢と租税が，

　　　　かつては交換の発展の重要な要国であったこと

　　　　は疑いない。」として，それのみによって分化・

　　　　分解を両三するのは，正しくないと述べている。

　　　　（レーニン『全集譲第3巻，大月版，M5頁）。

　　　　この意味において，野呂氏のここでの，農民層

　　　　の分化・分解にたいする見解は，基本的に正し

　　　　い視角をもっているといえる。

　　　10）　マルクス「経済学批判への序節」（マルクス・

　　　　エンゲルス全集第13巻，大月版）・3哲学の貧

　　　　困』（マルクス・エンゲルス選集3，illff潮社版），

　　　　レーニン「哲学ノート」（レーニン全集第38巻，

　　　　大月版）等々を参照。

（b）　「一諸条件」における見解

　野呂氏は，この論文において，前の「一発達史」で

きわめて概略的・感覚的な朋治維新以降の，わが国の農

業・面訴問題の把握を通して，農民層の分化・分解を考

察したのにたいし，この「一一諸条件」では，それをか

なり実証的・理論的に分析・考察している。

　つまり，氏は，　「一発達史」では，農民層の分化・

分解を地租の金納化を契機とする，農業生産への「資本

の論理」＝＝市場法則の作用によるものであると指摘し，

「資本の論理」＝市場法則の速業生産への作用に伴なう

農民層の分化・分解の必然性を理諭的に展聞すること，

少なかった。しかし，ここでは，その点を氏は，統計的

数字を背景としてかなり詳細に論述し，わが圏における

農民層の分化・分解の特殊性を把払1している。すなわち，

ここでの農民層の分化・分解にたいする氏の見解は，明

治維新の地租改正によって創出された土地所有形態は，

自由な農民的土地所有＝＝分割地謡的土地所有であると把

握し，その土地所有のものにおける農業生産（小規模炭

業生産）の矛盾の展開として，辰始点の分化・分解を把

握しているといえる。

　明治5年の地租改正によって，「辰民は土地の封建

的拘束からともかくもいちおうまったく解放され，慮

由にされた。農民の大多数は，名潮上はひとまず，自

由なる土地所有者に転化された王）。」，つまり，「封建的

土地領有関係の廃除によって解放せられたのは，土地

所有権者としての炭民であって，土地占有者としての，

すなわち現実の耕作者としての乱民ではなかった。も

っとも，明治維新の当初においては，農民の大部分は

なお自作農であって，小作地はたかだか金耕地の二割

には及ばなかったようであるから，少なくとも，農民

の大多数は，ともかくひとまずは，癌由なる小土地所

：有者たりえたものといいうる。　『霞作農民のかかる零

細土地所有形態は，支配的な標準的な形態としては，

…近代諸国民のあいだにおいては，圭」達的土地所有

の解体から生じた諸形態の一つとして扇いだdi（『資本

論』第3巻第2部，340～1ページ）されるところの

ものであるが，わが国においては，とくに明治維新の

封建的土地領有関係の廃除によって，封建制度のもと

に発達せる小規模農業経営の基礎のうえに，もっとも

広範にして典型的なる形態として展開せられるにいた

った2）。」

このように明治維新以降の土地所有にたいする，野呂

一　85　一



茨大藤学術報告　第14号

氏のここでの見解は，マルクスのいう過渡的土地所有諸

形態の，一形態である分割地胆的土地所有形態として，

把握することによって，論述されている。この氏の見解

は，「一一発達史」において，氏が，土地の私的所有の

法認→近代的・資本制的土地所有の成立の如く考え，維

新以降の長業・農民問題の把握に，単純に資本制地代法

則を適用したこと，とことなる点である。

　そこで，野呂氏は，維新以降の土地所有のかかる把握

をもとにして，農民層の分化・分解の必然性を次のよう

に理論的に論述した。

　つまり，先にふれたように，：地租改正によって，農民

層は，土地の自由な私的所有者となるとともに金納地租

の負担者となった。この農民層の地租負担額は，その所

有する土地の，封建的地代の資本還元化されたものとし

ての土地価格をもとにしての，その土地価格の百分の三

（後に百分の二半）という率によって，課せられた額で

あった3）。ところで，土地価格は，地代の資本還元化さ

れたものであるから，直的生産者にとって，それが，観

念的に虚偽の生産費を構成するにしても，農産物の本来

的な価格の構成要素たりえない。というのは，地代は，

価格の原因ではなく，価格の結果としてもたらされるも

のであるからである4）。　したがって封建地代の資本還元

化による土地価格にたいする，農民層への地租の賦課は，

農民の「農業生産における勇、剥価値の大部分「））」を収俘

するものであり，それだけ平民層の農業生産における再

生産基盤を縮小するものであった。「かくして，当時な

お農村人Uの圧倒的大多数をしめた自作農民は，…・か

れらが小土地所有者たるかぎりにおいては，たとえ凶作

や農産物の価格下落やその他の諸種の窟然弱，社会的原

因のため，地租を納付しうるだけの余剰価絡の実現が不

可能になろうとも，寸地をもうしない，無一物となるま

では，納税義務をまぬがれることはできなくなったので

ある。そして，今や土地所有者として完全に納税義務を

履行せしむるために，土地処分のいっさいの自由は与え

られ，農村をあげて高利貸のもっとも残虐無恥なる吸血

場たらしめられたのであった6）。」と，野呂氏は，農民層

の分化・分解の必然性を論述した。

　ところで，農民層の分化・分解にかんする，この氏の

晃解は，自作炭の地主・小作農関係への分化・分解であ

って，イギリスに典型的にみられるような三分異事をも

たらすような分化・分解ではない。そこで，氏はこのよ

うな分化・分解の，安因を以下のように指摘する。

　つまり，「小規模農業がj’由なる零細土地所有と結

合7）」して営なまれるところでの，農産物の価格は，農

民の農業生産における，「本来的費用価格を控除したの

ちかれが自分自身に支払う労賃8）」水準において，決め

られるのが一般である。それゆえ，農民の生産した剰余

極値部分は，しばしば慶民の労賃部分にさえも喰らえこ

んで，無償で社会＝：ブルジョア階級に搾取される9）。そ

こには，直接的生産者である農民層の，手許に剰余部分

が残る余地がなく，芦魚層は，高利貸資本への従属を余

儀なくせしめられ，自分らの農業の再生産基盤を縮小せ

ざるをえなくなる。かくして，農民層は，自己の生産手

段の一部，あるいは織部を放棄せざるをえなくなるので

ある。そして，直接的生産者である農民層の手許に剰余

部分が残る余地がないがゆえに，いわゆる借地農業者の

成立の基盤がなく，高利貸的に農民層へ吸着する地主の

形成があらわれることになった。ここに自作農をして，

劇乍兼小作農→小作農→プvaレタリアートに分化・分解

せしめるにいたった，要因があったのである10）。と，野

呂氏は，農民層の地主・小作農関係と農民層のプwレタ

リアート化への分化・分解の必然性をさらに論述したの

である。

　このように，野呂氏の「一州条件」における，農民

居の分化・分解にかんする見解をみてくると，氏のこの

見解は，マルクスの『資本論sにおける「分割地農的土

地所有」の論述の，直接的・異体的な維新以降のわが国

農業生産への適用であるといえる。この氏の見解は，明

治維新以降の済民層の分化・分解を究明するためには，

基本的に正しい視点において，展開されているものと考

えられる。それは，農民層の分化・分解は，先にもふれ

たように農民層の商晶生産者化とその展開過程において

現実にもたらされるものであり，それゆえ，氏が，ここ

で維新以降の土地所有形態を自由な農民的土地所有＝分

割地頭的土地所有形態とみなし，農民層の商品生産者化

を指摘し，そして，辰糸物の市場での価格実現との関連

において農民層の分化・分解の必然性を考察している，

といえるからである。

　しかし，ここでも「一発達史」における「所有」と

「生産」の矛盾による，明治維新以降の旗業・農民問題

芝農民層の分化・分解の把握という，野呂氏の見解は，

払拭されていない11）。そのため，氏は，維新以降の土地

所有形態を自由な農民的土地所有形態と把握しながら

も，そのもとにおける小規模農業生産の問題として問題

を提起し・論を展開することなく，その土地所有と封建

的小規模膨業生産の矛盾として，維新以降の農業生産を

把握し，農民層の分化・分解を，ここでも論述している。

したがって，先の「一発達史」において批判された，

このような氏の矛盾の把握の誤りは，ここでも同様に指

摘されるべきである。このことと共に，維新以降の地主・
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小作関係における氏の小作料の地代論的把握は，同様に

批判されなければならな：い。

　つまり，野呂氏は，ここで小作料を分割地農的土地所

有のもとにおける名目的地代と封建的地代の混合として

把握しているのである。

　「日本におけるがごとく，主として，『零細農業が

小作地において経営されているところにおいては，小

作料は他のいかなる関係のもとにおいてよりもはるか

に多く利潤の一部分と労働賃金からの控除部分までと

をふくんでいる。かかる場合においてはそれは単に名

N上の地代であって，労賃および利潤に対立した独立

の三三としての地代ではない」12）』。ところで，　「Eil本

の小作農は，資本主義的（平均）利潤の占有を目的と

して賃金労働者を搾取する資本家的小作辰業盾ではな

くして，主として独立した一家族の労働をもって霞家

の生活手段の生産を目的とする小生産者である13）。」

かかる場合には，　「地主は直接の生産者と直接に一一定

の財産関係にはいりこみ，箇接の生産者たる小作辰か

ら全余剰価値：を一生産物の形態たると貨幣の形態た

るとに論なく一直接に搾取することになる。・…地

主は直接の生産者たる小作農から余剰価値を搾取しう

べきなんらの経済的基礎の上にも立脚するものではな

い・…日本の地主が，今日なお，全余剰価値を一門

として余剰生産物の形態で一いな，しばしば必要労

働からの弛除部分までを，小作辰から搾取する関係は，

『自由なる』経済関係ではなくして，封建的，伝統的

の『経済外的強制』一たとえそれがいかなる自由契

約によって粉装されていようとも一に基ずくもので

ある14）。」

　ここにみられるように，野呂氏は，小作料の量的な大

きさを名目的地代で把握し，それが，地主に実現される

のは地主の「経済外的強制」によるものであると述べて

いるのである。すなわち，氏は小作料の量的な大きさの

確定とその実現は，別な範疇に属するものであるかのご

とく考えているのである。しかし，このような氏の考え

は，誤りであるといえる。というのは小作料の量的な大

きさの確定は，それがそのまま実現されるという状態に

おいて確定されるのであって，量の確定とその実現は，

異なる範疇に属するものとして区別する必要はないので

ある15）。

　したがって，野呂氏の，小作料のここでの理論的な把

握は，一面において正しい側面を有していながら，一面

において誤れる側面を有しているといえる。そのため，

氏のその理論は，きわめて混乱したものとなってしまっ

ているのである。それは，氏が，　「一発達史」におけ

ると同様に，ここでも農業生産における小規模農業生産

＝＝阜囀I小規標農業生産と考えていたことに，淵源する

ものであると考えられる。つまり，氏は，「封建社会か

ら踏襲せられたままの小規模農業生産様式と資本家的土

地所有試織との本質的矛盾・…，この矛盾のゆえに，地

租の正課，高利貸し，商業資本などの諌求を深刻ならし

めて，農民からの土地収奪過程16）」が，維新以降の資本

の発展とともに激しくなったのであるとして，維新以降

の農業・K民問題：を把握しているのである。そして，氏

は，かかる維新以降の農業生産の，封建的小規模農業生

産という把握の上に，地主・小作農関係における封建制

を指摘しているのである。この氏の見解は，後にみるよ

うに「労磨派」との論弼こおいて，ヨリ強く展開される

ようになった。

　ところで，野議氏は，ここで明治維新以降の土地所有

形態を，基本的に1警由な炭民的土地所有＝分割地辰的土

地所有形態として把握しているのであるからこの土地所

有のもとにおける小規模農業生産のもつ矛盾・問題とし

て，それを維新以降のわが国の資本との関連において考

察して，その論を首尾一貫させるべきであったのであ

る。かかる視点を，首尾一貫して氏がここで貫ぬいてい

ないところが，後のわが国におげる農業理論展開のため

にも減しまれる点であった。つまり，氏は，維新以降の

わが国の資本主義の展開において，体：制的に自由な私的

土地所有が形成されたにもかかわらず，その土地所有を

もとにしての農業生産の展開は，いわゆる「三分割制」

をもたらさず「二分割制」的なものとして展開したのは

どうしてであろうかということを徹底して究明すべきで

あったのである。かかる究明を深めることなく，氏は，

途中でわが国における地主・小作農関係一いわゆる

「二分割制」的な関係一の成立の原因を，維新以降に

おける封建的諸関係・諸条件の存続展開に求めることに

よって，究明しているのである。この点に，氏のこの論

文での論理が，首尾一貫しない基本的な要因があったも

のと考えられる。

註　！）　野黒『全集』上，198頁。ここで，野認証が，

　　　農民のほとんどが「：名X　kJの自由なる土地所

　　　：有者になったというのは次のような理由によっ

　　　ている。つまり，氏によると，維新変革の藩籍

　　　奉還・廃藩置県によって，「『土地所有の純封建

　　　的組織di一封建的土地領有関係」は廃除され

　　　たのであるが，そのことが，農民の「封建的諌

　　　求からの解放を意味するものではなかった。」
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　からである。それは，次の註2）にいわれるこ

　とによっている。（野呂同上＝書，！98頁）。

2）　　璽予呂｝司」：書，　198～199　頁。　上ズ乳弓【月下者。　　こ

　れに続けて，野呂氏は，「わが自作農民の享有

　した土地所有の自由は，じつはかえって封建的

　搾取条件の国民的規模における拡張再生産の本

　質的要素としての一したがって資本の原始的

　蓄積のもっとも自由なる展開のための前提条件

　としての一土地処分の向由，すなわち土地の

　売買，分割ならびに兼併，賃貸借および質入れ

　などの自由にすぎなかった。」　と述べている。

　この「封建的搾取条件の国民的規模における拡

　張再生産」とは，氏によると地租の全国的ts　一

　律的な賦課のことである。そして，その地租が，

　封建的地代に等しいほどの高さであったという

　ことに「封建的搾取」＝「農民の封建的謙求」か

　ら解放されなかった，と氏は述べている（野呂

　同上書，！99頁）。しかし，ここでの土地所有の

　体制的な自由な私的所有の成立と「封建的搾取

　条件」ということは，維新以降の農民の地租負

　担がきわめて過重であったという意味において

　形容詞的に「封建的搾取条件」ということは意

　味をもつが論理的には二丁しているといえるで

　あろう。なぜなら，本来的な「封建的搾取条件」

　は，封建的土地所有を基礎にしてはじめていえ

　ることであるからである。

3）　野呂岡上書，202頁。ここでの野呂氏の土地

　価格論は，マルクス『資本論讃第3部での詔旨

　価格論のそのままの適用として述べらている。

4）　野呂同上書，202～203頁および209頁。な

　お，ここで野呂氏は，　「小農民による土地所有

　の自由・…は，土地所有にたいする需要供給関

　係を虜由ならしめることによって，t一・・地租賦

　課対象たる土地価格を異常に高騰せしめた」（野

　昌同上書，203頁。）と競争地代の考えで論述

　している。にもかかわらず，氏は，註5）にみ

　られるように封建制を主張する。

5）　野呂同上書，200頁。この地租は，　「強権的

　に奪取するという点において，封建的地代とそ

　の実質を異にするものではなかった。」（野呂同

　上書，200頁。）と氏は指摘しているのである。

　しかし，氏のこの地租の「強権的2奪取は，近

　代国家における納税の義務のことであって，い

　わゆる封建的経済外的強制ではない。註4）と

　の関連でみられるように，この氏の論述には，
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　かなりの矛盾がある。

6）　野呂同上書，201頁。高利貸資本の農民層へ

　の吸着という，ここでの氏の指摘は基本的に正

　しいといえる（後の第3節参照）。

7）　　婁予呂同」：書，　204　頁。

8）　マルクス［｝資本論唾壷3部（長谷部文雄訳，

　青木書店版）1134～1135頁。野呂同上書，204

　～205頁。このように農民の生産した生産物の

　価格が，C十V・しばしば農民の肉体的最低限

　界において決定されるところに農民の高利貸へ

　の従属・高利貸の農民への寄生があったのであ

　ると，野呂氏は指摘した。そして，氏は，ここ

　に三二以降の農民層分化・分解の特殊性がある

　と，統計資料をもとにして次のように指摘して

　いる。すなわち，自作農の小作農への分化・分

　解は，小作地の増大・「土地の兼併の結果であ

　つたとはいえ，…・土地所有の集中は，一般的

　には経：営の集中をともなうことがなかった。」

　（野呂同上書，219頁），「侮はともあれ，わが国

　の耕地所有は，漸次，亜大所有，中所有，およ

　び小所有で減じて，零細所有となかんずく巨大

　所有で増加して，ますます両極的に分離しつつ

　ある。」（野呂同上書，222頁）と，土地所有の

　集中・喪失による地主・小作分化・分解として

　の，両極分解を氏は指摘しているのである。さ

　らに，氏は，　「生産においては零細経営と大経

　営とで減じて中小経営で増加しているに反し

　て，他方，所有においては零細所有と巨大所有

　とで増して，中小所有で減少していることから

　生ずる，農業生産と土地私有との矛贋の発展は，

　単に純然たる小作農の大なる層を生ぜしめたば

　かりでなく，自作兼小作農という特殊なる階級

　層を生ぜしめた。」（野呂同上書，225頁。上点

　引用者）ttと指摘している。

g）　野呂同上書，236頁。

10）　野呂同上書，226頁。

11）　つまり，野呂氏は，ここでも「農業生産が包

　蔵せる土地の資本家的所有関係と農業経営との

　矛盾は曜も廃棄せられなかった3（野呂同上書，

　207頁）と主張している。　かかる矛盾の指摘

　は，この他にこの論文のいたるところにみられ

　る。なお，農民層の分化・分解との関連におけ

　る，かかる矛懸の把握は，次の文章を参照され

　たい。「上述のごとき（封建的小規模農業生産

　・・一引用者）生産条件と土地私有関係とのもと
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　においては，小作料の，したがって土地価格の

　高騰と，農産物無二の下落とは不可避であり，

　重税と高利とは依然として屈強の諌求場を農村

　に見いだしうべく，しかも一家の全労働にじゅ

　うぶんな耕地を小作地において温いだすことさ

　えできぬ零細農および小農一　pa1未満の耕作

　二者一一一が約7劉をしめている事情のもとに：おい

　ては，単にかれらの一部分が漸次一家をあげて

　農耕を放棄して近代的賃金労働者の群れに落ち

　ゆくことを余儀なくされているというばかりで

　なく，かれらの家族の大部分は小生産者的農家

　の成員でありながら同時に近代的賃金労働者た

　ることを余儀なくされているのである。」（野呂

　同上書，226頁）。

12）　　響予呂同＿」：書，　228～229　頁。

13），　14）　　嬰予呂i司＿ヒ書，　233　頁。　上，点弓i用者。　　な

　お，この山鼠のところについては次項（■）参

　照，および拙稿「野呂栄太郎の『地代論diにつ

　いて」　（九州近代史研究会編『二更と現代』第

　4号，71頁，1964年）参照。

15）　つまり，封建地代は，剰余価値の全葡的収奪

　であり，分割地農的土地所有のもとにおける，

　名目地代もまた量的には，剰余価値の全点的な

　収奪をみることができる。しかし，この両地代

　は，岡じ剰余価値：の全蕨的な収奪であっても，

　その量の実現は質的に異なっている。　すなわ

　ち，封建地代は，封建的土地所有をもとにして

　その属性である経済外的強制によって収奪され

　るものである。これにたいして名圏地代は，分

　割地農民の土地にたいする競争によって律せら

　れる地代であるといわれる。この点の詳細につ

　いては，田代隆e小農経済論S（1963年，校倉

　書房）の第4章「名囲的地代論」を参照された

　い0
16）　　墾予呂同＿ヒ．書，　209　頁。

（II）　労農派（猪俣・櫛田両氏）との論争段階

　　　での野呂氏の農民層分解と地代範躊

　この段階での野呂氏の，明治維新以降の農業・農民問

題把握と農民層の分化・分解にかんする見解は，明治維

新の変革を単なる封建制の「再編成」であるという把握

をもとにして，基本的に展開されているといえる1）。す

なわち，「明治維新の変革は，封建諸侯の土地領有を廃

止し，土地の占有者を所有権者として立法的に確認し

た。しかしながら，新たに確認された土地所有権は封建

的土地領有権の転化され，移行されたものではない。封

建諸侯の土地領有権は，実質的には，『皇土』の名にお

いて，そのまま明治政府のもとに統一的に継承せられた

にすぎなかった2）。」，「それは，単に，純封建的土地領有

関係を廃除して，すなわち幕府はじめ三百諸侯による純

封建的土地領有関係を撤廃して，それに代えるに絶対専

制君主の主権のもとへの統一的土地領有をもってしたに

すぎぬ3）。」，と氏は，維新の変革を単なる政権の交替と

把握し，それゆえに，維新以降の土地所有形態は，封建

的土地所有であると規定したのである。

　このような明治維新以降の土地所有にたいする，野呂

氏の見解は，前段階の氏の見解を検討して明らかになっ

たように，氏が，そこで維新以降の土地所有形態を自由

な私的土地所有としての近代的＝＝農民的土地所有形態で

あると把握していた，その見解を自から大巾に修正する

ものであった。したがって，前の段階において批判され

た，わが国農業生産における氏の「所有」と「生産」の

矛盾という見解は，ここでは封建的土地所有にもとつく

封建的小規模農業生産ということになって，その点は統

一的に把握されることになった。ところで，この段階で

の，氏の賜治維新以降の農業・農民問題把握にたいする

見解は，後の講座派の人々の，見解の理論的な礎石をな

すようになったものである。例えば，IEI　ms座派理論の体

系的完成者といわれる山田・平野両氏等のわが国の，維

新以降の農業・農民問題把握にみられる見解が，それで

ある。つまり，この段階で，野呂氏が，問題を把握・提

起し，強力に論じた闘題点を，統計的数字を背景として，

氏等が，さらに理論的に精密化して，論を展開している

と基本的にいえるのである。しかし，この段階での野呂

氏の見解は，氏の理論の後退である，と私は考えるので

ある4）。そこで，しばらくここで氏のこの段階での土地

所有と小作料の把握，農民層の分化・分解にかんする見

解に視点を据えて，氏の見解を検討して，氏の理論の後

退とその誤りを明らかにしていこう。

　謡　1）　野呂氏のこの段階での見解は，コミンテルン

　　　　のわが国にかんする諸「テーゼ」との関連にお

　　　　いても究明しなければならないのであるが，こ

　　　　こでは，氏の論文の論理に則しての究明するこ

　　　　とに問題を限定することによってこの・j・論を進

　　　　めていくことにする。なお，　「テーゼ」との関

　　　　連において，野心氏のこの段階での見解を究明

　　　　した最近の論文の次のような論文を二三とりあ

　　　　えず掲げておく。上山春平「思想における『平

　　　　和的共存』の問題」　（岩波講座『現代思想』第

　　　　11巻，1957年，岩波書店），　神田文人「野騒

一　89　一



茨大農学術報告　第14号

　栄太郎論」（『史学雑誌』第69編第1！号，1960

　年），　福冨正美「日本資本主義の分析方法と野

　呂栄太郎の農業理論」　（由口大学民東亜経済研

　究S第37巻第2号，1963年），羽仁五郎「近

　代と現代（1）」（『思想S第476号，！964年），

　豊繊四郎「野呂栄太郎の生涯とその理論業績」

　（『文化評論』23頁，1964年）。

2）　野呂『全集』上，292頁。

3）　　望予細身上書，　299　頁。

4）　つまり，現在においてもここでの野鳳氏の見

　解の正しさを主張する次のような見解があるの

　である。　「高橋亀吉が日本腹業の半封建性を主

　超するために，現物小作料の物納地代としての

　性格のほかに，自作農民を資本主義農業への過

　渡的な『過小質的土地所有ntと規定したことで

　例証される（高橋…・）。『過小農的土地所有譲

　（分割地所有）の問題について，　わが農業理論

　が高橋の水準から抜け出していったのは，のち

　『講座』いご山臥盛太郎，　平野義太郎らの功績

　であった。なお戦後，この問題が栗原卒寿らに

　よって再燃されて，反独占闘争の理論的根拠と

　して中農肥大化論にまで発展したとき，これを

　克服したのは，山田盛太郎を中心とする土地制

　度々学会の研究者グループであった。」（守麗典

　郎「『資本主義発達史講座』　と野呂栄太郎の役

　害理」・ff経一斉誘第7号，　12要｛，　！963孟F）。

（a）　土地所有と小作料について

　この段階で明治維新変革を単なる封建制の「再編成」

であると把握した，野呂氏は，維新以降の土地所有形態

を封建的土地所有であると規定し，その所有者は，国家

そのものであるという見解を一一いわゆる「国家最：高地

主説」を展開することによって，農業・農民問題を基本

的に把握しているといえる。

　「明治六年の地租改正により物納地租が金納地租と

なったのちにおいても，それは単に封建的生産物地代

が封建的貨幣地代に転化せられたにすぎぬ。農業生産

力の増大と穀価の騰貴とによって相対的に軽減せられ

た金納指猿は，近代的租税としてしだいにその封建的

貸幣地代たる性質を揚棄したとはいえ，なお依然とし

て地代的性質を残存していることを知らねばならぬ。

わが国における土地所有関係の特殊なる電報的発展

は，直接的小生産者と直接対立する9「資本家的s地主

の多数を存在せしめているばかりでなく，日本国家そ

のものにも一大地主たる性質を帯びしめている。1）」，

それゆえ，「わが国においては，国家は最高の地主で

あり，主権は一眠的範囲に集積せられたる土地所有で

ある2）。」

　このように野呂氏は，国家をして土地の独占的所有者

たらしめることによって，「国家最高地主説」を主張し

たのである。つまり，氏は，国家のみが土地の所有権者

であり，それ以外の地主・自作農・小作農は，単なる土

地の「法律的占有者」であるにすぎない，とここで把握

しているのである。その根拠は，土地を，法律的に占有

する限り農民のみならず地主までもが封建的地代たる性

格をもっている藩祖を国家に納めなければならなかった

ところにあるのだ，と氏は主張しているのである。この

氏の主張は，これまでの氏の主張のなかにみられない，

新らしい見解である。すなわち，氏は，これまで「一

諸条件」においてみられるように，地主の一土地所有

の封建的性格を論ずる場合に，直接的生産者と地主・土

地所有者の直接対立する関係において，地主・土地所有

者の封建性を論じているのであるけれども，ここでは，

その関係を国家と農民・地主の関係に適用して，国家の

封建性を，氏は規定しているのである3）。

　ところで，野呂氏は，ここで地租を「近代的租税」と

して規定しながら，国家の最高地主を主張し，国家の

封建的土地所有を論ずるのは，氏の論理の矛盾ではな

かろうか。　とともに，氏のこの国家の最高地主という

規定によって，国家と地主および自作農における封建

的関係をいうことができるにしても，地主と小作農

関係における封建性は，いうことができなくなる。な

ぜなら，小作農は，地主と直接対立しているといえて

も，国家とは直接対立しているとはいえないからであ

る。　この意味においても，氏のここでの主張は，きわ

めてすっきりしないのである。　しかし，氏は，このよ

うな疑問にたいし，地主は，　「今や国家にかわって小

農民（小作農…・引用者）の直接の搾取者，しかも，半

封建的搾取者となつが）」のであると地主をして国家の

代理者のごとく主張して，答える。それゆえに，明治

維新以降における，地主・小作農関係での地主の小作農

から搾取する小作料は，封建的地代である，と氏は，小

作料を規定したのである。このように，地主を封建的国

家の封建的地代搾取の代理者のようにみなしたにもかか

わらず，国家が，直接地主を擁護したとはみなしていな

い。つまり，わが国の資本主義の発展とともに，地主は

ブルジョア化し，国家と対立するにいたったのである，

と氏は，指摘しているのである5）。この地主のブルジョ
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ア化の根拠は，氏によると，地主が，「封建的搾取者」

であったところにあるのである6）。　すなわち，氏は，

「一発達史」・「一一諸条件」での見解と同様に地主を，

地主は「小作農民からその全余剰生産物を直接搾取する

かぎりにおいては，今や半封建的搾取者であったが，し

かも，それにもかかわらず，金納地租がなお地代的性質

を存続したかぎりにおいて，かれらは国家にたいして一

種の資本家的小作農業者としての地位に立たしめられ

た7）」と二重的にここでも把握しているのである。　この

地主の半封建的地代の直接的搾取者であるということを

基礎にしての，地主の資本家的性格が，地主のブルジョ

ア化をもたらし，圏家に対立せしめるにいたったのであ

ると，氏は，地主のブルジョア化を指摘しているのであ

る。このような氏の論理の構成は，鎌倉時代における守

護・地頭あるいは徳川時代の幕府直割地の代官のごとき

性格を地主に与えて論述されているように考えられる。

したがってここでの，氏の理論構成は，きわめて錯綜し

ており，かつ，前の段階における氏の理論の展開からす

れば，はるかに後退しているものと考えられる。かつま

た，ここでの氏の見解は，明治維新による地租改正にと

もなう私的土地所有の成立を全く否定するものであっ

て，誤れる見解であったといわねばならない。

　このように野呂氏のこの段階での，土地所有および小

作料（地代）にたいする見解は，氏の論理の展開それ自

体に則してみても，事実的にみても，きわめて混乱して

おり，誤まっているのである。この氏の論理の混乱と事

実把握における誤まりは，氏が，直接的生産者と地主・

土地所有者との直接的対立関係が，地代および土地所有

の性格を範臨的に決めるものである，と考えて論述して

いるところに，その原因があると考えられる。もっとも

この氏の見解は，　「一二条件」において地主・小作農

関係の封建制を指摘したその見解のより一層の展開とし

てなされているものと考えられるのであるけれども，そ

れは，マルクスの『資本論』の論述における，その誤解

からくるものであると考えられる。つまり，氏は，この

自分の見解の根拠として，禦資本論』における論述の次

の文章をあげて述べているのである。少し，長くなるけ

れどもその箇所を引用して，氏の誤解を明らかにしてお

こう。

　「不払の剰余労働が直接的生産者から汲みだされる

独自的な経済的形態は，支配＝および隷属関係を規定

するのであるが，この関係は直接に生産そのものから

発生し，しかも生産にたいして規定的に反作用する。

ところが，これを基礎として，生産諸関係そのものか

ら発生する経済的共同体の全容姿が定まり，それと同

時に，かかる共同体の独自的な政治的姿態も定まる。

生産諸条件の所有者と直接的生産者との直接的関係こ

そは，一この関係のそのときどきの形態は，つねに

自然的に，労働の仕方様式の・したがって労働の社会

的生産力・一定の発展段階に照応するのだが，一つ

ねに，そこに吾々が全社会的構造の，したがってまた

主権＝および従属関係の政治的形態の，要するにその

ときどきの独自的国家形態の，いちばん奥の秘密，か

くされた基礎，を見出すところのものである［t）」

　野呂氏は，「このマルクスのことばは，明治維新の変

革によって出現せるわがr特殊なる国家形態の，もっと

も内部的な秘密，隠蔽せられたる基礎を見いだす』鍵で

あらねばならぬ9）」として，わが国の国家と農民・地主

関係における封建性を，および地主と小作農関係におけ

る封建性を，および地主と小作農関係における封建性を

論定したのである。つまり，「生産諸条件の所有者と直

接的生産者との直接的関係」が，地代形態および土地所

有形態を規定するというように，野呂氏は，このマルク

スからの引用文を解し，土地所有者と直接的生産者が，

直接対立する関係は封建的関係であると氏は論述したの

である。しかし，このような氏のマルクスの，引用文の

解釈は，誤まりであり，したがって，その解釈をもとに

しての氏の維新以降における地代・土地所有の封建院の

主張も，誤まりであったといえる。

　というのは，上記の引用文に見られるように，マルク

スは，「直接的関係」が，「地代形態，したがって土地

所有形態を規定する10）」とは，述べていないのである。

この引用文にたいする福冨氏の指摘を借用していえば，

この「直接的関係」は，直接には，「『狭義の生産関係』

＝『生産過程における人と人との相互の関係』，あるい

はif生産における種々異なった社会的諸集団の地位とそ

れら諸集団の相互関禦1）』」といっているのであり，　し

たがって，「直接的関係」が，「封建的関係か，それとも

近代的関係」であるかどうかということをいっているの

ではないのである12）。

　そこで，この引用文を解釈するにあたっては，むしろ

マルクスの，「この関係のそのときどきの形態は，つね

に自然的に，労働の仕方様式の・したがって労働の社会

的生産力の・一定の発展段階に照応する」という指摘と

の関連において，「直接的関係」の把握をしなければな

らない，と私は考える。つまり，直接的生産者の労働が，

いかなる労働として生産において活動しているか，とい

う点において把握しなければならない，と私は考えるの
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である。換言すれば，それは，直接的生産者の労働が，

なんらかのち済外的な強制のもとでの労働であるか，そ

れともその労働の成果いかんによっては直接的生産者

が，その労働の成果を自から享受できる歴史的・社会的

条件のもとでの労働であるか，ということの考察を通し

ての，　「直接的関係」を把握することによって考えなけ

ればならない，と私は考えるのである。この意味におい

て，野呂氏のマルクスの，引用文にたいする解釈は，誤

まっていたといえる。また事実においても，わが国の維

新以降の，自作農および小作農は，自からの労働の成果

いかんによっては，畦1からの財産＝：生産手段を拡大する

自由も，その反対にそれらの財産・生産手段を縮小・放

棄する霞由もあったのである。このように直接的生産者

の労働の成果を，直接的生産者自身が，享受しうる社会

的条件が体制的に確立されていたがゆえに，維新以降に

おける農民層の分化・分解の現実化があったといえるの

である。このことは，維新以降における私的所有の体制

的な確立が，もたらされていたことを意味するものであ

り，それゆえ，「直接生産者に対立するものが土地所有

者であっても，その土地所有者が封建的土地所有者であ

るか『自由なs私的土地所有者であるかによって封建地

代であるか否かが質的に区別13）」されなければならない

のである。この意味においてもここでの氏の見解は，誤

まっていたといえる。

　註　1）　野呂『全集瀬上，293頁。．ヒ点引用者。

　　　2）　　畢予呂同上書，　300　頁。　上、点弓｝論者◎

　　　3）　この点について，岡本広氏は，「野呂は，地

　　　　主の封建的性格を論ずる際には，直接農民と対

　　　　締するのは地主であることを主張し，ここでは

　　　　国家の半封建性を説明するために，直接農民と

　　　　対立するものとしての国家を押し出してきてい

　　　　る。このことは，論理的矛属であり，両者の関

　　　　係は野呂の説明では明らかではない。」　（「野呂

　　　　栄太郎の戦略・戦術論」・『歴史と現代s，No．4，

　　　　52頁，1964年）と指摘している。なお，福冨

　　　　正美氏は，この野呂氏の国家最高地主説につい

　　　　て，きわめて「悪名高い」説であると批判して

　　　　いる（「H本資本主義の分析方法と野呂栄太郎

　　　　の農業理論」・山口大学『東亜経済研究S第37

　　　　巻第2号，59頁，1963年）。　そしてさらに，

　　　　「：巖高の土」也所有者たると同時に主権者たる國

　　　　家家に直接隷属している小農罠においては，地

　　　　租のみが唯一の地代ではない。あらゆる租税は

　　　　その実質においては地代である。s（野呂響全集』

　　　　上，314頁。）・「兵役は国家にたいする一種の労
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　働地代である。」　（野呂同上書，314頁。）とい

　　うように野呂氏は主張しているのであるが，こ

　の主張はrまったく非科学的なこじつけ」　（福

　冨同上論文，60頁）であると批判している。

　これにたいし，守屋典部氏は，この野呂氏の主

　張は，　「天皇制にかんする理論的分析において

　必要な9「封建的絶対主義勢力の階級的物質的基

　礎』の悉曇を，日本において最初に追求した功

　績は野呂にあった。　この問題について，　彼が

　！929年主張した塗国家最高地主説』は『資本

　論sの誤読があり，物質的基礎の意義の理解に

　ついても必らずしも正しくなく，現在の若い理

　論家たちからは『悪名高い国家最高地主説』と

　までいわれているが（福冨，前掲，59頁），問

　題を提記したことはやはり評価せね庫ならぬこ

　とである。j（｛i経済』第7号，10頁，！963年），

　と野呂瀬を弁護している。しかし，本文にみる

　ように野呂氏のこの説は，きわめて矛盾してお

　り，理論がすっきりしていない。われわれは，

　単に弁護するだけでなく，過去の遺産を批判的

　に考察することによって，過去の誤りを正し，

　ヨリ正しい理論を導いていかなければならな

　い，と私は考える。

4）　野呂同上書，310：頁。上諭引用者。

5），6）　野呂同．上書，310～311頁。　つまり，野

　呂氏は，　「いわゆる『蔭由民権運動』にかりた

　てたものは，じつにこの地代義務者としてのか

　れら（地主・…引用者）のブルジョア的利害で

　あった。」（野呂同上書，310頁）と述べている

　のである。

7）　野呂同上書，3io頁。

8）　マルクスfi＝資本語談第3部，1！15頁，青木書

　店版。野呂同上書，300頁参照。

9）　　墨予呂同上書，　300　頁0

！0）　福窟正美「日本資本主義論争と野呂栄太郎論

　［至］」（慮口大学『東亜経済研究譲第38巻第3

　号，47頁，1964年）。

11）　揺冨嗣上論文，47頁。なお，雷　』内は，ス

　ターリン『弁証法的唯物論と史的唯物論』　（國

　民文庫版），122頁，　およびスターリンgrソ同

　盟における社会主義の経済的諸問題』　（国民文

　鉛版），86頁，である。

12）　福冨周上論文，47頁。

！3）　逆井孝仁「『審生地主面』研究に関する一考

　察」　（『立教経済学研究』第17巻第3号，117
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頁，1963年）。つまり，野駈氏は，本文にみら

れるように，土地所有者と直接的生産者の直接

的対立関係いかんが，その土地所有形態＝地代

形態の封建制と近代制の区別のメルクマールを

なすのである，と主張している。そこで，土地

所有者と直接的生産者が，直接対立するならば，

その土地所有とそこでの地代は，封建的土地所

：有および封建的地代である，と氏は論述して，

わが国の地主・小作農関係の封建制を主張して

いるのである。この氏の直接対立関係いかんが

そこでの土地所有と地代の性格を規定するもの

であるという見解は，「一諸条件」での地主・

小作農関係と小作料の考察からみられる見解で

ある。（野呂同⊥書，233頁および240～241頁

をみよ）。　そして，この融解によって，氏はわ

が国における自由な農民的＝分盆地農的土地所

有一つまり，過渡的土地所有の成立を否定し

ていくことになるのである。　この点について

は，本文ではふれなかったが，氏の「櫛田氏地

代論の反動性」として書いた論文から強く表面

にでてくる。その意味で，わが国における「過

渡的地代範癖」否定論の提唱者は，野呂氏であ

ったといえるのである。この氏の「過渡的地代

範疇」否定論は，平野義太郎氏・平銀膿衛氏に

受けつがれ，そして強固にされ現在では小池之

馬鐸にもみられる。しかし，本文で考察したよ

うに，この見解は，まったく誤っているのであ

る。なおこの点について，福冨正美「日本資本

主義論争と野呂栄太郎論［1］・［田」（山口大

学『東亜経済研究』第38巻第3号，第39巻

第1・2号，1964年，1965年。）を参照された

し。

（b）　農民層の分化・分解について

　このようにこの段階で，野呂氏は，土地所有と小作料

について，きわめて強力にその封建的性格を主張し，そ

して，明治維新以降におけるわが園の農業生産の封建性

を強調したのであるが，農民層の分化・分解については，

氏は，かなり強く資本の作用との関連において，この段

階でも把握しているようである。もっとも，氏が，この

段階で資本との関連で農民層の分化・分解を把握してい

るといっても，その見解は，氏のすぐれて革命的・実践

的な戦略・戦術論の観点において，当時の労農派の階級

区分にたいする批判として，展開されているのである。

そのため，ここでの氏の見解は，農民層の分化・分解に

ついて，理論的にあるいは実証的に強力に展開されてい

る，というものではない。むしろ，この段階での，氏の

その見解は，労農派の階級区分とその把握にたいする批

判として基本的に展開されている見解であるという関係

上，その見解は，いかに農民層の分化・分解を把握し，

どのように農民層の階級区分をしなければならないか，

という点の指摘として述べられているにすぎないもので

ある。しかし，ここでのこの点に関する，氏の指摘は，

農民層の分化・分解に関する理論的・実践的把握の基本

視点として，きわめて正しい指摘を含むものであったと

考えられるのである1）。

　つまり，周知のように当時の労農派は，わが国におけ

る土地所有および小作料について，いわゆる資本主義的

でもなければ封建的でもない土地所有であり，小作料で

ある，と把握して，わが国の小作料を維新以降の農民層

の激しい競争による，「高利地代」あるいは「零細農地

代」であると規定したのである。すな：わち，彼等は，こ

のような地代が存在するのは，維新以降の土地所有が，

かなり資本主義的な土地所有の方向に引きつげられたと

ころの，自由な小土地所有であったからと把握し，そし

て，かかる土地所有をもとにしての過小的農業生産が，

支配的であったがゆえに，農民層が土地にたいして激し

く競争したからだ，と主張したのである。そこで，こ

の激しい競争において，その競争に破れた農民が，農

業生産の基本的な生産手段である土地を放棄し，小作

料に転化するようになったのである。　かくして，小作

農に転化した農民は，地主に従属し，高い小作料を地

主に収奪されるようになった。　したがって，維新以降

の農村における階級関係は，地主と小作農を両極とし，

いまだ地主・小作農関係に分解していない自作農を中

間層とする，地主一一自作農一一小作農なる序列をも

つにいたったのである。　そして，　この農村の階級序列

での，地主は，高い小作料（地代）を収奪する搾取者で

あり，小作慶は，地主に剰余価値を収奪される貧農であ

り，自作農は，地主と小作農の中間層で剰余価値の収奪

を，他からしもせず，されもしない中農である。　とい

うような見解を当時の労農派といわれる人々は，とって

いたのである。そのため，わが国の明治維新以降の，農

業における資本主義の展開・発展を阻害しているのは，

地主が土地の独占者として小作農から収奪する，高利地

代そのものにあるのであるから，この地代をまず撤廃し

なければならないのである2）と，彼等は主張したのであ

る。

　このような労農派の主張にたいして，野呂氏は，わが

国の農業生産の発展の姪楷となっているのは，「単なる
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r高い地代』ではなくして，寄生地主的土地所有制その

ものである。しかもいまや，栓櫓は単に地主の土地独占

にとどまらぬ。資本主義制度そのものが，資本主義的私

有一般が，すでに，資本主義的生産様式発展の隆桔と化

しているのだ3）。」，つまり，農業における資本主義の発

展を阻害しているのは，　「単なる『高い地代』ではなく

して，土地と資本との独占である。4）」と主張し，そして，

氏は，「農業生産力発展の栓楷となっているのは，単に

寄生的地主的土地所有だけではない。資本主義的生産関

係がすでに束縛になっているのだということを彼等（労

農派…・引用者）は理解できない5）。」のである，と労農

派を批判したのである。このように，氏は，労農派の農

民層の分化・分解の立論の基礎を批判するとともに農村

における階級区分の基準について，「マルクス＝レーニ

ン主義の立場よりなされる農民層の階級区分の基準は，

賃金労働に依存する程度によって決せられねばなら

ぬ6）。」，と主張した。そして，氏は，労農派の地主一

自作農一小作農という階級区分にたいし，　その区分

は，「農民の聞の広汎にして深刻なる階級分化を過小に

評価7）」するものである，と批判し，その点を氏は，つ

ぎのように述べている。

　「日本においては，小作農の大部分は貧農，又は小

農（彼等はこの小農を一部貧農として，他の一部は中

農下層としているらしいが，これも厳密な階級分析の

際には正しくない）であり，中農および富農の大部分

は土地所有者であることは事実である。　しかしなが

ら，小作二又は自作農兼小作農ことに後者にして中農

又は富農の層に属する者もかなりある反面において，

『純自作農』の多くの部分も貧農又は小農の層に属し

ているのである。自分の所有地のみを耕作しているか

らといって，家族の全労働を適用し，その農耕からの

収入によって全家族の生計を維持するに必要なだけの

面積の土地を所有しているもののみとは限らない。土

地独占と高き小作料とのために，借地して自作兼小作

となるだけの資力さえもないために，農耕は文字どお

り猫の額大の自家所有地に限り，生計費の大部分を農

業，漁業，工鉱業等々の賃金収入に依存している［i準

自作農£の非常に多いことを知らねばならぬ。それゆ

え，寄生地主的土地所有の，なかんずく大土地所有の

圧迫を受けている者は，単に小作農や自小作農のみに

限らず，彼等のいわゆる丁純自作農』の中にも沢山あ

るのである。8）」

以上がこの段階での野呂氏の，農民層の分化・分解に

かんする見解である。つまり，氏は，維新以降におげる

農民層の分化・分解は，単に土地所有規模の大小による

分化・分解として把握するのではなくして資本対賃労働

関係による，搾取・非搾取関係において把握しなげれば

ならないと，指摘しているのである。それゆえ，この氏

の見解は，維新以降の農業・農民問題の把握は，そこで

の土地所有をもとにして把握されるのではなく，それは，

資本の農業生産への浸透による，資本と土地所有との交

錯において把握しなければならないと指摘しているので

ある。この指摘は，農民層の分化・分解を把握する上で

の，きわめて正しい指摘であるといえるのであるが，それ

は，農民層の分化・分解のあまりにも原則的な指摘であ

るにすぎなかった。というのは，氏は，このように指摘

して，労農派を批判するだけでそれ以上わが国の農業生

産の展開に則して，理論的にも具体的にも論を展開して

いないからである。しかし，この野呂氏の原則的な指摘

は，農民層の分化・分解を考察する上では常に念頭にお

かなければならないものである。なぜなら，序において

ふれたように，農民層分解は，農業における商晶生産の

展開にともなう，資本・賃労働関係の創出過程として把

握されなければならないからである。

　ところで，野呂氏のこの段階での，農民層分解にかん

する見解は，先に指摘したこの段階での土地所有の把握

と矛盾するものであるといえる。というのは，氏によれ

ば，維新以降の土地所有は，半封建的・封建的土地所有

であり，そこでの農業生産は，その土地所有に従属し・

規制されての生産であった。したがって，この土地所有

の論理をもってすれば，維新以降の農業生産への資本・

賃労働関係の浸透による農業・農民問題を把握するとい

う見解は，理論的に矛盾するものといわなければならな

いであろう。このようにこの段階においても，氏の論述

は，かなり論理的に矛盾した点をもっているといえるの

である。

　註　1）　このような野呂氏の見解は，氏の「解党派の

　　　　農業理論批判」（1931年）・「農村・農民問題に

　　　　関する一断想」　（1932年）・「社会ファシスト

　　　　『労働者派＄批判」　（1931年）等の論文に集中

　　　　的にみられる。これらの論文は，いずれも野呂

　　　　栄太郎著作第3集（三一書房版）に集録されて

　　　　いる。

　　　2）　N本経済研究会編『H本経済研究一一農民問

　　　　題特輯号一一一』，1931年，同会編『日本経済研

　　　　究一続農民問題弩一2，1931年。猪俣津南

　　　　雄『現代日本硯究』，1929年，同氏「マルクス

　　　　主義の前進の為に」（『改造』，1931年4月号）。
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　櫛田民蔵「わが国小作料の特質についてJ　（大

　原祉会問題研究所雑誌，！931年6月一なおこ

　れは，同氏全集第3巻・1947年刊に収録されて

　いる。）等等を参照。

3），4）　野島「解党派の農業批」・『著作nt第3集，

　62頁。　i日かなつかいは，現代かなつかいに引

　用者が改ためて引用した。以下同様。

5）　野呂同上論文『著作S第3集，67頁。

6）　野罵r社会ファシスト『労働者派』批判」・

　『著作』第3集，116頁。つまり，この引用文

　に続けて「『労働者派』は一・・その（階級区分

　・…引用者）基準を土地所有の有無大小におい

　ている。」（野呂同上論文・『著作』第3集，τ16

　頁。）と氏は指摘している。

7）　野呂同上3）論文・『著作』第3集，65頁。

8）　野1引司上6）論文・『著作』第3集，117頁。

　なお，同趣旨の見解は，3）の論文・『著作』第

　3集，65頁にもみられる。

（III）要 約

　このように，野呂氏の農民層分解と地代範疇について

の見解を検討してきていえることは，氏の農業理論は，単

なる抽象的な理論の展開ではなくして，わが国の農業生

産展開での具体的な理論的把握として，展開されている

ということである。しかし，氏の理論を全体的にみれば，

その理論はきわめて矛盾しながら展開されているといえ

る。そしてまた，この矛盾する理論の展開であったとい

う結果として，わが国の農業・農民問題についての，き

わめて豊富な問題の指摘とその提起を，氏はしていると

考えられる。つまり，土地所有については，農民的土地

所有・寄生地主的（半封建的・封建的）土地所有・天皇

制的・国家的土地所有等を指摘している。そして，地代

論的には，資本制地代の類推的適用からはじまって，名

目地代→封建地代等を，いずれもわが国の農業生産の具

体的な把握において論じている。さらに，氏は，維新以

降における農民属分解という事実に鋭い目を向けたので

あるが，それは，やはりわが1玉iにおける農民層分解とし

て，問題を考察しながらも地主・小作分化・分解と把握

する一方，他方では資本対賃労働という把握もする。こ

のように，氏の，維新以降の農業・農民問題についての

見解は，きわめて多彩でであるが，それゆえに，その理

論は，多くの矛盾点を有していたものと考えられる1）。

　註　1）　豊田四郎氏は，このような野呂氏の矛盾錯綜

　　　　している三三を平爾的に羅列するだけで，野呂

　　　　氏はこのような指摘をしているのであるから

「わが国のマルクス・レーニン主義に思想的理論

的な寄与を行なった功積は，たかく評価するこ

とができよう。」　（触本資本主義論争批判』第

2巻，58頁，1958年，策洋経済新報社。）とし

ている。しかし，このような評価は，正しい評

価であるとは考えられない。つまり，私は，こ

の節で検討してきたように立体的に先人の理論

の回暦を考察し把握することによって，先人の

正しい理論の磁を評価し発展せせなければなら

ないと考えるのである。この意昧からいえば，

豊紺氏のような評価からは，先人の理論の発展

的展開の方向を見いだすことはできないのでは

なかろうか。

第2節山田（盛）・平野（義）両氏における

　　　　農民層分解と地代範疇

　山田・平野両氏の農民層分解と地代範疇にかんする見

解は，前節で検討した野呂氏の「一心条件」の論文か

ら展開されて，　「労農派」との論争段階でヨリ強國にな

った見解一すなわち，わ力咽の明治維新以降の土地所

有形態は，封建的＝半封建的土地所有形態であるという

見解一一をうけて，この見解のヨリ体系的・理論的な展

開・深化として，展開されていると考えられる。つまり，

面恥氏は，わが国の資本主義発展過程をマルクス主義的

方法論をもって理論的・典的に把握するとともに，氏の

革命的・実践的観点において，氏は，わが国の資本主義

の現状分析をともにしたのである。そのため氏の，わが

国の資本主義の発展および現状分析にたいする見解に

は，きわめて内容豊富なわが国資本主義における矛盾点

の指摘と多くの問題提起があった。しかし，今Hからみ

れば，当時のわが国資本主義分析にかんする研究：水準の

諸条件に制約されて，その氏の論は，きわめて概略的・

抱括的であり，理論的にも一前節で検討して明らかな

ように農業・農民問題に限っても一多くの不充分な点

と混乱した点を残していたのである。

　そこで，山田・平野両氏は，この野呂氏のわが国資本

主義分析において指摘され・提起された矛盾・問題点一

野呂氏の「一諸条件」によって提起され，　「労農派」

との論争段階で強化された見解一を，わが国資本主義

分析・把握の理論的な基本視点として，両氏は，わが国

資本主義の分析をし，この野呂氏の見解を体系的・理論

的に完成していったのである。この意味において，山田・

平野氏は，いわゆる講座派理論の完成者である，といわ

れるのである1）。

　ところで，この山田・平野両氏の戦前段階における農
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民層分解と地代範疇にかんする見解のもっともよくあら

われている論文・論著は，周知のように野呂氏の指導に

よって刊行（昭和7年～8年刊行）された謡本資本主

義発達史講座3に，両氏が書いた諸論文一一この両氏

の論文は，後に山田盛太郎「N本資本主義分析』　（以下

『一分析善と略称する），　平野義太郎「「　S本資本主義

社会の機構』（以下紀一構機2と略称する）として刊

行されている一である。それと，平野氏が，昭和10

年忌に労農派農業理論にたいする批判を目的として，講

座派農業理論の正しさを主張して精力的にかかれた諸論

文一これは，戦後平野義太郎論文集第二巻二業問題

と土地変革』として刊行されている一である。そこ

で，ここでは，この三つの著作をもとにして，両氏の農

民層分解と地代範tttにかんする見解を検討していきたい

と思う。

　この検討に入る前に，山田・平野両氏の労作の理論構

成における，農業・農民問題分析・把握の基礎的視点に

ついてふれておきたい。というのは，論文・論著者の全

体にわたる理論構成を忘却して特定の箇所をとり出して

検討・批判しても，それは正しい検討・批判にはなりえ

ないと考えるからである。ましてや，私が，この小論で

目的としている主題について，論文・論著者が，その論

文・論著において本来的に論を展開していないところが

ら，任意に主題に則する見解を検討・批判するばあいに

は，多くの誤解による，検討・批判をしがちになるから

である。そこで，両氏の論文・論著での農業・農民問題

把握と関連して農民層分解と地代範疇の，両氏の全理論

展開における位置づけを簡単にいっておけば，それは，

以下のように位置つげられるであろう。

　つまり，山田氏のff一分析譲は，　「日本資本主義に

おける再生産過程把握の問題として，いわば再生産論の

日本資本主義への具体化の問題として，果たすことを2）」

本来的な目的とすることによって，全理論構城が組み立

てられている。そこで，氏は，この日本資本主義の再生

産過程を理論的に把握するために，明治維新以降のわが

国の，資本主義の展開過程における諸二二の創出過程と

その検出に努力される。そして，氏は，わが国産業資本

確立を，明治30～40年代に求められ，この期にわが国

資本主義の展開における諸範疇が，形成されたとしたの

である3）。ところで，この期に形成された諸範疇は，わ

が国の明治維新の変革にともなう論叢生産の展開に基本

的に規定されており，それゆえ，農業・農民問題は，わ

が国資本主義の再生産過程把握の窪鍵』をにぎるのであ

る4）。とこのように維新以降におげる農業・農民問題を，

氏は，把握したのである。すなわち，氏は，わが国資本

主義構造を再生産論的に把握するために，まず諸範疇の

わが国における創出過程の把握を検出をし，その諸範躊

をその「基底』において規定しているのは，わが国の農

業生産構造漏半封建的・封建的生産構造であると把握し

たのである。このように氏にあっては，わが国の資本主

義の再生産構造を理論的に把握する一マルクスの再生

産表式におけるわが国資本主義の展開での諸範疇の具体

的な把握をする一一ための，その基礎的前提として，下

馬・農民問題は位置つげられ，その位置づけのもとにお

いて，その問題が，論述されているのである。

　この山田氏の『一分析sにたいして，平野氏の『一

一機構sも，わが国の資本主義の再生産構造を，その

「基礎分析の上5）」に体系的・理論的に把握せんとするも

のであった。この課題を究明するために，氏は，「資本

主義，ならびに，その社会機構は，一般資本主義的社会

に固有する経済的発展の一般的法則にしたがって，生成

し，発展し，転化するE’）。」ものである，それゆえ，わが

国の資本主義社会機構の経済的構造の展開・発展の把握

は，わが国の「歴史的法則そのものの把握）」・「史的過

程そのものの分析S）」という点において果さなければな

らないとして，『一一一機構謁の中心課題をそこにおいた。

この資本主義社会の経済的構造の歴史的把握・分析とい

うことは，その資本主義祇会における諸階級の生成・発

展構造の法則的・理論的な把握ということである。した

がって，氏の『一機構譲での，わが国資本主義社会機

構の経済的基礎についての見解は，明治維新変革を契機

とする，諸階級の生成・発展過屈の法則的・理論的把握

に基本的視点をおくことによって展開されている9）。と

ころで，この資本主義社会での，諸階級の生成・発展は，

それ以前の社会である封建社会のもとにおける，社会的

生産力の展開・発展にともなう商晶生産の発生・発展によ

る，小生産者の分化・分解を通してもたらされる。そし

て，封建社会の小生産者の多くは，農民であり，したが

って，この農民層が生産力の展開・発展とともに商晶生

産の発生・発展による分化・分解の把握は，資本主義社

会の諸階級の生成・発展を把握する基礎となる。そこで，

平野氏は，わが国の維新以降の資本主義の発展における

諸階級を把握するために，徳川封建社会から資本主義社

会への直接的契機をなした維新変革を通しての，農民層

の分化・分解の把握を基礎に据えて，「一機構sの分

析を展開している。　このような視点において，　氏の『

一機構』における農業・農民問題把握の見解は，基本

的に位置づけられるのである。

　註1）小山弘健編粕本資本主義論争史s上巻，

　　　　1953年，青木書店参照。
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2），3）　比咽盛太郎f一分析2，序言1頁，1957

　年刊行版，岩波書店。

4）　　1よE田i司」二書，　ノ事書　3～4　頁0

5），6），7），8）　平男∫義太郎『一一機構』，　序言

　1～2頁，1955年刊行版，岩波書店。

9）　平野同上書，十字4頁。つまり，　「半封建的

　軍事的資本主義によって決定される祉会の機

　構，階級分化労働者・墨民の従属形態，この社

　会の公的表現たる政治的諸関係，社会的政治的

　諸運動の性質は，本書が詳細に分析叙述せんと

　するところである」（平野岡上書，序雷4頁。）

　と。

（1）　『一一一分析』の理論構成と農業理論

　マルクス再生論の，わが國資本主義分析での異体的な

把握である山田氏の『一分析sの見解は，前項でふれた

ように，明治維新変革を契機とするわが国資本主義の展

開・発展過程における諸範疇iの検出と検出されたその諸

範疇の質的変化を構造的に把握することにより，「日本資

本主義の基礎の分析を企図する1）」という視点において

展開されている。つまり，氏は，わが国資本主義における

「産業資本確立過程」での諸二丁の検出とそこで検出さ

れた諸範疇の質的変化を第一次世界大戦を契機とする資

本主義の「一般的危機」との関連において構造的に把握

するという点において，『一一分析』の理論を展開して

いるのである。氏が，『一分析』理論をこのような視

点で展開しているのは，氏によると，それは，「産業資

本確立過程において軌道づけられていく構成の構造的

（諸範疇，諸編成）把握によってのみ，戦後（第一次大

戦後・…引用者）の一一般的危機における構造的（諸籍

癖，諸編成）変化が合理的に把握されうる2）。」からであ

る，換言すれば，「それ（産業資本確立過程での諸範薦

の把握・…引用者）によって，その先齪としての原始的

蓄積，産業革命，並びに，その後続としての一般的危機

（構造的変化）の把握が可能にせられ，かくして，日本

資本主義の全生涯の把握が合理的ならしめられる3）。」か

らである。つまり，氏は，明治維新の変革を契機とす

る，わが国資本主義の展開において，わが国資本主義社

会の経済的基礎範聴が，本源的蓄積との関連でいかに創

出され，かつ，わが国資本主義という具体的・特殊的な

条件のもとにおいて，その諸範疇が，きわめて具体的内

容をもった範癖としていかに把握され，そして，それが，

いかに質的に変化していくかという点をわが国資本主

義，つまり「産業資本確立過程」と「一・般的危機」との

関連において分析することによって，合理的に把握する

ことを意図して，『一分析』の理論を展開しているの

である。

　したがって，再生産論それ自体が，社会的生産の発展

的中開の論理を示すものであると同様に，マルクスの再

生産論を『一分析』理論の基本指針とする，山田氏の

W一分析aの理論構成は，かっての島田派を中心とす

る人々の多くが批判してきたように固定的な理論構成を

とって，展開されているのではなく，諸範疇の検出→諸

範疇の質的変化として，発展的な理論をもつものとして

基本的にそこでの理論は，構成されているのである5）。

しかし，かかる発展的な山田氏のff一分析diでの理論

構成は，わが国の明治維新以降のわが国の資本主義展開

における工業生産部面での把握においてしか，貫らぬか

れなかった。つまり，氏のm一分析』は，三つの編か

らなっており，この編上構成において明らかのように，

氏は，その第1編「生産即事＝編成替」において，維新

変革を契機とするわが国工業生産部門の編成替えとそこ

での諸範疇の検出と一般的危機との関連で質的変化を論

じ・第2編では「施回基軸。軍事機構：鍵鍮産業の構成」

として，わが国資本主義が軍事産業を支柱として「構築」

されていく過程が述べられ，したがって，わが国資本主

義は，この軍事産業を基軸として体制的に確立されてい

き，ここでの諸範疇の展開（質的変化）に主導されなが

ら，全体としての諸範躊が，質的に変化していくものと

して分析されている。しかし，第3編は「基抵。半封建

的土地所有制＝半農奴制的零細農耕」となっており，わ

が国資本主義をその根底において規定する土壌として

の，農業生産部門が，論述されている。そして，この第

3編の農業生産部門の分析は，固定的に，つまり，維新

以降の土地所有の半封建的土地所有範疇としての固定的

把握とその強調によって，論が展開されている。したが

って，この第3編との関連において，第1編，第2編を

みれば，この3編での「基抵」的把握における見解が，

わが国資本主義構造をその根底において規定するものと

して，それらの編においていたるところで雷及されるこ

とになる。ここに，「一分析』の理論構成の基本的な

欠陥があった。この点をとらえて，かっての労農派を中

心とする，『一分析』批判の多くが，固定的で発展の

理論がないものとして批判したのであろう。しかし，そ

れは一面的である。みてきたように，「一年中s理論

の，基本的な埋論構成は，マルクス再生産論のわが国資

本主義におげる具体的把握という点において，基本的に

理論が展開されており，かつ，少なくとも工業部門にか

んする限り，諸範聴の検出とその質的変化として，わが

国資本主義を構造的に分析・把握するという企図のもと
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に展開されている。このような『一分析』の基本的理

論構成は，経済学の研究において基本的に正しい理論構

成をもつものであったといえる。にもかかわらず，『一

一分析S第3編の理論のみをとらえて，この『一分析』

の基本的理論構成の正確さを評価することなく，『一

分析gを金面的に否定する批判は，正しい批判であると

にいえないであろう。つまり，これまでの批判は，　『一

一分析di第3編の理論を基底として，9「一分析』全体

の理論構成とその把握を否定するのが多かった。それ

は，単なる批判のための批判であって，正しい批判であ

るとはいえず，したがって，これまでの『一分析＄批

判の成果は，あまり実り多いとはいえない。さればとい

って，『一分過』の理論構成のもつ，基本的な欠陥を

反省することなく無批判的にうけいれるのも誤りであ

る。つまり，『一分析』には，前に少しふれたように

次に指摘されるような基本的な欠陥があるからである。

　これまでみてきたように，山田氏は，『一分析』に

おいて，　「半封建的零細農業をW基底sとして内包する

後進資本主義国日本をとりあげ，再生産論を理論的指針

として日本資本主義6）」を具体的・体系的（＝理論的）に

把握しようとされたのであった。しかし，氏は，明治維

新以降の農業生産を内包するものとしての，わが国資本

主義の再生産論的視点におげる構造的・体系的把握を試

みながらも，氏のこの再生産論的視点におけるわが国資

本主義の構造的・体系的理論構成における，農業生産部

門の把握は，維新以降のわが国の非農業生産部門の資本

主義の展開・発展を，その土台・「基抵」において支え

るものとしか把握されておらず，それゆえ，農業生産部

門が，わが国資本主義の有機的な構造のもとに，氏の企

図されたようにかならずしも「内包」的に把握されてい

るとはいえないのである。つまり，諸範疇の検出・確定

とその諸範疇の質的変化という理論構成を基本とする，

氏の「一分棚の基本的見解は，尉噺以降の非農業生

産部門である工業生産部門におげる分析としては展開さ

れているけれども，工業生産部門のみならず農業生産部

門を含むわが国資本主義の全構造的な再生産論的把握と

しては，その見解が，展開されておらないのである。す

なわち，農業生産部門は，第3編で検出・確定された

　「半封建的土地所有」という範疇を中心としてもたらさ

れる，「半封建的」な諸々の範鷹が，固定的に把握され，

展開されているにすぎない。そして，かかる農業生産部

門の「半封建的」な二二嶢は，維新以降のわが国の資本

主義をその「基底」において支えるものであるとしか説

かれていないのである。そのため，農民生産部門におけ

る二二躊の質的変化は，『一分析』においては，ネグ

レクトされ，したがって，氏の本来的に「企図」された，

わが国資本主義の全体制的な全構造的・再生産論的把握

という視点は，切断されてしまっているのである。ここ

に，『一分析』の理論の最：大の欠陥があるものと考え

られる。すなわち，それは，特定国の資本主義の展開を

構造的にしかも再生産論的に工業・農業生産を含むもの

として把握するばあい，その資本主義の構造における一

方の諸範疇の質的変化は，必然的に多かれ少なかれ他方

における諸範疇の質的変化を死時に伴なうものとして考

えられなければならないからである。

　註　！）　山田盛太郎ff一一分析』，序書1頁。

　　　2），3）　山田同上書，寒雷3頁。上編引用者。

　　　4）　向坂逸郎『日本本革主義の諸問題』，1947年，

　　　　黄土祉，大内力『臼本経同論』上，1962年，東

　　　　大出際会，等をとりあえず参照。

　　　5）　このような指摘は，山之内靖氏によって最近

　　　　指摘されている。同氏論文「後進資本主義に関

　　　　するマルクス主義古典の再検討＄　（『歴史学研

　　　　究SNo．308，1966年1月号），同氏著『イギリ

　　　　ス産業革命の史的分析』，！966年，青木書店の

　　　　第2章参照。

　　　6）　山之内同上論文，9頁。岡氏同上書，104頁。

　　　　同氏の次の文章を参照されたい。　「山田氏が農

　　　　業を取り扱った第三編『基底diは，明治維新以

　　　　来昭和初年にいたるまでの日本農業が，基本的

　　　　には半ま建的零細農耕という規定を受けるとし

　　　　ても，どのような生産諸関係の変化一とくに

　　　　商最経済の浸透にもとつく地主（＝地代）と農

　　　　畏経済の関係変化一を示していたかについ

　　　　て，まったくふれていない。工業において三段

　　　　階分析一旦無関係創出・産業資本確立・一一般

　　　　的危機一がなされたのと同じく，工業におけ

　　　　る三段階に規定されたところの，農業問題の段

　　　　階的分析が欠けていたのではなかったのであ

　　　　る」（同氏同上書，！18～！19．頁）。

（K）　『一分析』の農業生産部門における諸範疇

　いうまでもなく，わが国の明治維新以降の農業生産は，

資本制的な農業生産ではなく，家族労働力を基軸として

営まれる，家族労作経営の支配的な生産であった。とこ

ろで，かかる農業生産においては，土地＝土地所有が生

産にたいして規定的な役割をもつものである。つまり，

農業生産が，資本制的に営まれているばあいには，資本

は，土地所有をも自己の論理のもとに従属せしめ，最大

隈利潤の追求として生産が営まれる。これにたいして，
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資本が生産において主役をなさない段階における農業生

産は，土地所有が生産の前面にでてくる。　ということ

は，資本制的農業生産においては，資本が基本的な生産

手段であるのにたいし，そうでない段階での農業生産に

おける基本的生産手段は，土地であることを意味するも

のである。

　ところで，生産手段の所有形態のありかたが，人類社

会の発展段階を区分するメルクマールであるという，マ

ルクス経済学における有名な名題がある。そこで，わが

国の明治維新以降の農業生産を理論的，体系的に把握す

るには，農業における基本的生産手段である土地が，い

かなる所有形態にあるかということを把握するのは，き

わめて重要である。したがって，山田氏のW一一分析』

の二業生産にたいする見解も，基本的にこの維新変革に

よる土地所有の把握からはじまる。

　つまり，わが国が，維新の変革を遂行した時期には，

資本主義は世界資本主義を形成する段階にあり，それゆ

え，わが国は，資本主義の自生的発展による封建的生産

様式の打破という過程をたどることなく，きわめて特殊

的に資本主義化せざるをえなかった。それは，わが国の

資本主義が，徳川封建体制の妥協的解消・再編制として，

資本主義的生産様式を確立しなければならなかったとい

うことである1）。かかる封建制の妥協的解消・再編成に

よる資本主義の確立は，二つの意味において軍事産業の

構築を基軸とする資本主義を必然化ならしめたのであ

る。その一つは，封建制の妥協的解消・再編成による，

直接的生産者の抵抗をおさえるためであり2），その二つ

は，世界史的意昧での，資本主義の世界資本主義の形成

ということによる，「先進資本主義諸国の侵略からの自

己防衛と中国・朝鮮の市場獲得・鉄確保3）」のためであ

る。このような軍事産業的資本主義の二三の基礎は，農

業の直接的生産者である農民に利潤の一片だにも残しう

る余裕もなく収奪する，つまり，全収獲の34％を収イ、二

する地租の線と68％を収奪する地代の線を可能ならし

めた，半封建的土地所有者である4）。それゆえ，わが国

の維新以降の土地所有は，範疇として半封建的土地所有

であり，そこでの直接的生産者は，範薦としてこの土地

所有に隷属する半隷農的耕作農民であり，かつ，そこで

の農業経営範躊は，半隷辰丁零作辰耕である。このよう

に山田氏は，　『一分析』において，維新以降の農業生

産における基礎範躊を検出・確定したのである。

　ところで，今ここでふれた限りでの，山田氏の維新以

降の農業生産の範疇規定は，維新の変革が封建制の妥協

的解消・再編成であるということから，直接的にはなさ

れており，経済的な規定ではない。そこで，氏は，その

点を先にふれた地代＝土地所有範臨（34％の地租収取の

線と68％の地代収取の線）視点を据えて，第3編にお

いて積極的に論究される。

　この点を積極的に論究するために，山田氏は，それの

実証的バックとして下にみる資料を掲げ，その資料を解

説的に論究しながら，維新以降の農業生産における上記

の諸範疇を検出・確定していく。しばらく，その点をみ

ていこう。

資料1 地租改正による公租・地主取前・
耕：作者取前の関係

中田1反当り
襲畿i糞撫
場＿　．合i髪＿．　t一回

地租及び村入費
　　　　　　一x．h　1

地　主　取　　　　　　剛i

小作者取前
種　籾　肥　代

備考　1）　山田盛太郎『一一分析』，189頁による。

　　　2）　地租改正における検査例第二則・第一則によ

　　　　　って表出。

　　　3）　原資料。主税局織也租関係書類彙纂晶　大蔵

　　　　　省編纂『明治箭期財政経済史料集成s第七巻

　　　　　による。

（a）　土地所有の圧倒的優位＝半封建的土地所有　資

料1を山田氏は，次のように解説して，維新以降の

土地所膚の性格（範疇）を規定する。つまり，この

　資料は，反当生産物の配分からすれば，小作農取分

　0．272石，地主取分0．544石，　自作辰取分O．816

　石，すなわち，小作農取分1とすれば，地主取分2，

　自作農取分3ということである5）。このことは，！

　町歩耕作の小作辰10人分の取分が，ただ5町歩の

土地を所有して小作料に依食している地主の取分に

等しいことを示す6）。これは，「土地所有たる資格

　の圧倒的優位が貫徹している7）Jこと，いわゆる半

　封建的土地所有の存在によるものである。

（b）　耕作規模の零細農制（零細農耕範躊）と独立自

　営農民＝小農範躊の否定　ところで，上記の5町歩

　の土地所有者が，小作料に依食しているという5町

　歩という土地面積は，国際的な耕作規模からすれば，

　陶耕して『小農x範疇を実現するに足る規模である

　にすぎないs）。　しかし，わが国においては，資料2

　にみられるように，直接的生産者たる農民のほとん

　どが，きわめて零細な小作農である。そして，5二

一　99　一



茨大農学∫術報寸告　第14号
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歩を所有すれば，土地所有者は，小作料に依食する

ことによって生活できるのである。ここに，「土地

所有者の寄食化傾向9）」・「　9X耕に対する障響。）」・噛

耕より早食化への普遍的傾向11）」が，維新以降もつ

らぬくのである。かかる傾向のために，維新以降に

も，わが国においては，『独立自由な自営農民譲（分

割地紙）＝小農範疇の成立をもいうことはできない

のである12）。

（c）農村における階級構成　かかる山田氏の見解

　は，農村の階級構成の把握を半封建的土地所有とし

　ての，半封建的寄生地主と半隷農的小作農を基軸と

　する階級構成として把握されるにいたる。そして，

　半封建的寄生地主二半隷農的小作農関係に直接おか

れていない，自作農は，この関係に直接的に規制さ

れる農民として，この関係の特殊型としてあらわさ

れる。つまり，（エ）地主をかねる旧作（この形態で

　は，寄生地主の性質が前面にでる。），（2）隷農的立

雇をもつ一作（この形態では，隷農制的譜半隷農制

　的従属の関係が前面にでる。），（3）半隷農的の灘作

　（ミゼラブル生存維持のために，　膚己の所有する零

細土地を自己の労働実現の手段として営むにすぎな

　い。）としてi3）。

以上が，山田氏の維新以降の農業生産における，『一一

分析』での諸軍躊検出と，諸範疇の把握である。そこで

氏は，この諸範疇を次のように総括される。つまり，維

新以降の農業の再生産は，半封建的土地所有を基軸とす

る，　「総収穫高の34％を徴収する地租の線」と「総収

穫高の68％を徴収する地代の線1㍉の「二層の従属規

定15）」からする，　「小作者を隷農制的＝半隷農制的従属

の関係におき，土地所有者を依食化し，自作者を特殊型

ならしむるi6）」ものとして，したがって，半封建的零細

農耕制として，憎まれる再生産であると。

　ところで，かかる山田氏の維新以降の，農業生産にお

ける諸範疇の検出・把握とそこでの農業の再生産の把握

は，基本的に維新以降の土地所有＝地代範疇の強力さを

主張し，わが国における自由な私的土地所有の成立を否

定することによりなされており，したがって，そこから

は，維新以降の農業生産の展開の諭理もでてこなげれ

ば，また，それは，農業における諸範癖の閲定的再生産

を意味し，諸範疇の質的変化の論理もでてくる必然性も

存在しないものとなることは当然である。この点は，先

にも指摘しておいた，氏の『一一分析2の基本的理論構

成からすれば，矛盾である。かかる矛盾をもたらす要因

は，なんであろうか。それは，氏が，維新以降の土地所

有を半封建的・封建的土地所有と把握し，過渡的土地所

有の成立を範疇的に否定したことによるものと考えられ

る。その点を次に氏と平野氏の維新以降における，農民

層分解の把握に視点を据えてヨリ明らかにしていこう。
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註1）山田盛太郎『一分析di，4頁。

　　2），3）　山田同上書，5頁。

　　4）　　しk｝ヨヨi司上書，　193　頁。

　　5），　6），　7），　8），　9），　10），　11），　12），　13）　　LUlヨコ

　　　同上書，190～191頁。

　　14），　15，　16）　　1⊥i田1司＿ヒ書，　193　頁。

（IID　『一分析』・gy一機構sにおける農民層

　　　分解と地主制

課）が不変の場合に，収穫米高と米価と更に征籾肥代

との如何に依拠して増減することになる5）。」ここに，

自作農の経済的不安定性があり，この米価の変動過程

において，維新以降の自作農の多くは，「不断に激動6）」

しながら「闘断なく崩落7）」していったのである。こ

うして，　自作農は，明治10年代から20年前にかけ

て，分化・分解し，地主のもとに包括され，農村は，

地主を基軸とするメカニズムとして再編されるにいた

ったのである。

　a）　『一分析sの見解　前項にふれたように，山田

氏によると，国際的な農業経営規模からすれば，わが国

の5町歩という土地所有規模は，ようやく小農範疇を実

現するに足る規模であるにすぎない，しかし，この5町

歩という土地所有規秩は，わが顧の維新変革以降におい

ては，地主範醸を成立せしめる規模であった。　ところ

で，氏によれば，この地主範疇iは，地祖改正を契機とし

て，明治20年代に体制的にほぼ完成するものであった。

氏は，その成立のメカニズムについて，維新以降の土地

所有の半封建制を強調しながら，地祖の金納化と小作料

の現物納の相剋による，土地所有者の有利性にもとつく

Lfl作農の分化・分解の過程を把握することによって，究

明している。

　つまり，維新以降の農業生産規模は，「土地所膚の

圧倒的優位」による，きわめて零細な生産規模であり，

それゆえ，維新以降にも独立自営農民（分割地炉民〉

小農範臨の成立する余地さえもなかった。しかし，巌

民は，土地を私的に所有して生産を営なんでいる限り，

彼は，総収穫の34％に相当する地租を貨幣でもって

国に納入しなければならなかった。そして，かかる雪

意紙鳶が，土地を借地するばあいには，農民は，借地料

として封建的地代に等しいほどの：量を米穀を主とする

現物形態で地主に支払わなければならなかった1）。し

たがって，この地租金納と小作料現物納の相剋関係に

おいて，米価の変動は土地所有者の経済にきわめて大

きな影響を与えた2）。すなわち，この米価の変動過程

は，「大地主の土地集中の過程として，又，中・小零

細土地所有者の土地喪失の過程3）」としてあらわれた

のである。とくに，かかる米価の変動の影響は，土地

の私的所有者であると同時に直接的生産者でもあった

自作農において，はげしかった。つまり，　「土地所有

者であるが自耕の所謂る自作饗）」の取分は，「収穫高

（米）の穴から種籾肥代（米，貨幣）控除後に地租公課

（貨幣）を支払える残額であるから，それは地租（公

　このように山田氏の，農村再編のメカニズムは，土地

所有を軸とする地主制成立のメカニズムである。そし

て，このメカニズムは，わが国の資本主義の成立・展開

過程における，資本の原始的蓄積としての地租の金納化

とそれを契機とする直接的生産者である農民層の金納地

租に圧迫されての商晶生産者化，そして農民層の市場へ

の従属としていわれているのである。　ようするに，氏

は，地主制成立のメカニズムの基礎として，維新以降の

資本主義の展開過程における，浸民心の市場＝価格との

関連での生産（経営）をおいて，そのメカニズムを明ら

かにしているのである。したがって，氏のこの地主制成

立のメカニズムでいわれている，地主制の論理は，地租

金納化と小作料現物納との相剋による，土地所有者とし

ての地主の有利性であって，土地所有の強さによる地主

の有利性ではない。それは，市場における価格変動を媒

介として，土地所有者としての地主の有利性であるので

ある。ということは，前項において，範1晦的に検出され

た氏の維新以降の土地所有の，半封建的土地所有範疇把

握およびそれを基底とする農村における半封建的諸藩躊

という把握は，この地主制成立のメカニズムの把握と矛

盾するのではなかろうか。というのは，氏は，この地主

制のメカニズムについて，すでにふれたように資本主義

祉会の基本法則である，生産過程を通しての価格法則を

軸にして，論理を展開しているからである。換言すれ

ば，氏は，農民層の土地所有をもとにする自己経営の生

産費（種籾肥代）とその生屋物の市場における価格実現

いかんによる自民層の分化・分解，そしてかかる直接生

産者層の分化・分解を基底とする地租金納化と小作料現

物納の相剋関係において，市場価格変動が土地所有の大

きい者にその変動が有利性に作用するものとして地主制

成立のメカニズムの基本を主張しているからである。と

いうことは，維新以降の面罵生産構造の展開を藩論する

には，直接的生産者である農民層が，まずいかにして市

場との関連において自己の経営とその再生産を営みなが

らいかなる経済状態に入っていったかという把握を必要
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とすることを示すものではなかろうか。したがって，か

かる農民層の経済状態の市場との関連における把握を通

して，そこにおける，土地所有嘉地代（小作料）・直接

的生産者および経営範疇は，規定されなければならない

のではなかろうか。にもかかわらず，山田氏は，維新以

降の土地所有をすぐれて政治過程の変革から先験的に半

封建的土地所有と把握してしまったがために，維新以降

の土地所有についての自由な農民土地所有の成立を否定

することになってしまい，農村を半封建的なものとして

固定的なものとしてしまっている。さらに，氏は，経済

学的には，維新以降の，小作料の現物形態とそれの封建

的地代に等しい高率さによって，維新以降の土地所有の

半封建的性格を規定し，その規定をもとに維新以降の農

業生産における諸範疇の半封建性を主張しているように

考えられる。しかし，この小作料の現物形態とその高率

さが，そこにおける土地所有を規定するというのは論理

の矛盾である。

　というのは，いかなる地代形態においても，地代は，

土地所有の経済的自己実現形態であり，それゆえ，歴史

の発展段階におけるその一一定段階での地代の範鷹規定

は，社会的生産力の一定の発展段階を背景として，直接

的生産者が，いかに生産手段と労働力を結合させて労働

過程を営んでいるかという考察を通しての，そこでの土

地所有の経済的自己実現として地代を把握・規定しなけ

ればならないからである6）。ここでの生産手段と労働力

の結合ということを封建的生産様式との関連でいえば，

それは，生産手段＝封建的土地所有に合体されるような

労働力の結合であるか，そうでなく労働力が，生産手段

に結合されているかということである。したがって，当

面の地代に関していえば，その地代が，封建的地代であ

るかそうでないかは，地代形態とその量的大きさによる

のではなくして，それが，直接的生産者である農民層

の，どのような生産手段と労働力の結合を通しての農業

の再生産過程での労働の成果物として土地所有が自己を

実現していくか，一つまり，農民層の労働力が，経済

外的強制を前提として生産手段・土地所有と結合されて，

農業の再生産を営み，それを実現するのかどうかによら

なければならないのである。この封建社会における経済

外的強制の本質は，何よりもまず封建的農民層が，生産

手段・封建的土地所有に合体され・それから脱しえてい

ないところにあるのである。とすれば，維新以降の農民

層は，土地を含むあらゆる生産手段の私的所有の体制的

確立のもとに，土地の私的所有者として彼等はきわめて

高率な地租を納入しなければならなかったにしても，野

分の労働力を経済外的強制によることなく生産手段と自

由に結合して，農業の再生産を営むことができたのであ

る。このことは，農民層が，生産手段から自由に脱却で

きることを意味するものであり，そのために，維新以降

の，体制としての資本主義の展開・発展とともに農民層

の分化・分解が，激しくなり，農村における土地所有の

集中と土地所有の喪失が，流動的におこなわれるように

なったのであると考えられる。したがって，この直接的

生産者である農民層の労働力の，農業の再生産における

実現が，いかに生産手段と結合して維新以降なされてい

たかという，正しい把握なくしては維新以降の土地所

有・地代（小作料）の正しい把握もできなければ，そこ

での農民層の分化・分解過程も正しく把握されなくなる。

それゆえ，山田氏のように維新以降の農業の再生産構造

を半封建的・封建的なる範躊で律しようとすれば，体制

としての資本主義が，きわめて高度に発展しているにも

かかわらず，農業生産部門は半封建的なものとして固定

化され，そこでの農民層の分化・分解は一義的に半封建

的な諸関係＝地主・小作関係への分化・分解とならざる

もえなくなる。したがって，そこからは，農業生産にお

ける諸範鷹の質的変化の論理のでてくる必然性はなくな

ってしまうのである。つまり，農民層の経済状態の差異

の把握は，土地所有を基軸とする差異の把握ということ

になり，そのため，農民層の体制としての資本主義の展

開・発展における激烈な農業生産での闘いは，抹殺され

ることになる。その結果農民層の内部的流動化と農業生

産の展開・発展の内在的力を究明することができなくな

り，そこにおける農業の再生産過程は，半封建的・封建

的なものとして固定化されてしまうほかなくなってしま

うのである。

　b）　『一一機構Sの見解　周知のように平野氏も山田

氏同様，維新の変革は，徳川封建性の妥協的解消・再編

成であったという見解をとり，そこでの土地所有は，半

封建的・封建的土地所有であると規定し，そして，この

土地所有が，維新以降のわが国の資本主義の発展をその

土台において規制したという見解をとった。しかし，維

新以降の農村における階級分化・分解については，維新

以降の土地所有を半封建的土地所有と規定しながらも，

地租金納化を契機とする農民層の未熟なる小商晶生産者

化という点において論究している9）。この農民層の未熟

なる小商晶生産者化の原因は，平野氏によると，維新の

変革は一応土地の私的所有を確認したけれども，それが

封建制の妥協的解消・再編成であったがために10），そこ

での「農業改革11）」は，　まったく　「不徹底12）」であり

「現実に耕作する農民に土地を完全に分割13）」すること
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なく，農民をしてきわめて零細な土地所有者たらしめた

ところにあった。つまり，土地所有の形態は，維新の変

革によって一一応私的所有の法認をえたのであるが，そこ

でえた農民の土地所有規模は，きわめて零細でかつその

ため農業の生産方法（様式）それ自体は維新以前の封建

的零細農耕となんら変わることなかった。それにもかか

わらず，封新以降の農民は，彼が私的な土地所有者であ

る限り，その土地の所有にたいし封建的地代に等しい高

率な地租を金納で納めなければならなかった。この高率

な金納地租のために，農民は，いまだ充分に茶内生産者

としての条件を獲得することなくして，商品生産者とな

らざるをえなくなった。そして，体制としての維新以降

の資本主義は，明治政府の上からのテコ入れを受けなが

ら，非農業生産部門の資本主義化を急速におしすすめ，

これまでの農業生産と密接に結びついていた農村家内工

業を激しく底面させ，農民層の貨幣・商晶経済化を一層

促進していった。そして，さらに，資本主義の進展は，

農民の共同地・入合地をも分割・破壌・収奪し，それら

の所有を確立させながら，その多くを御料地・国有地と

して編入していった。つまり，これまでの農民が，本来

的農耕＋農村家内工業＋共同地・入会地における労働の

結果として，自己の再生産部分を獲得していたのが，農

村家内工業の農民からの分離，共同地・入会地の農民か

らの収奪によって，農民は，自ら再生産するためにその

部分だけ，本来的農耕の生産物との交換によって他から

（市場から）獲得しなければならなくなったのである。

　そのため，農民は，一層貨幣・商晶経済にまき込まれ

ることになり，農民経済は，流動化し・窮乏化していっ

た14）。ところで，この農民経済の窮乏化は，農民の本来

的農業生産を中心とする農家の収入と家計費との関係に

おいて，収入にたいする家計費のオーバーとして現実化

されるのであるが，維新以降の農民層の大部分は，前に

記したようにその生産条件のきわめて不充分な条件のも

とに貨幣・商晶経済にまきこまれたがために，収入にた

いし家計費がオーバーするのが一般であった。ここに，

維新以降の農民層の分化・分解の基本的な原因があった。

これが，平野氏の獄一一機構』における農民層の分化・

分解の基本的な筋である。そこで，氏は，この農民層の

収入と家計費の関係における，分化・分解の方向・帰結

を次のように展開する。

　収入と家計費の関係において家計費がマイナスにな

るばあい，農民は，「農家家計のマイナスを補なうため

に，かれらは直接に再生産に必要な生活資料および生

産手段からの控除部分を以てするか，さもなくば，直

接に土地その他の生産手段を抵当として負債するか，

そのいつれかをとらねばならなかった。かくして，そ

の第一の場合は，ただちに再生産の基礎を縮小して，

漸次自作農をして，さらに一一層の土地の細分化をなし，

みつからは自作兼小作に転落せねばならなかった。

その第二の場合は，やがて耕地を抵当流れとして高利

貸に兼併させ，或は，土地売買自由の原則のもとにた

だちに大地主兼併させ，或は地租不納による耕地の公

売処分・平帯を受けることはよって，みつからは純小

作人に又はプWレタリアートに転化せねばならなかっ

た15）。」

　以上が，平野氏の『　機構』における，維新以降の

農民層の分化・分解についての原因とその方向・帰結で

ある。

　ところで，みられるように平野氏の農民層の分化・分

解の原因とその方向・帰結についての見解は，野呂氏の

初期の見解である，維新以降の土地の私的所有とそこで

の農業生産（山鴬）の封建的小規模生産の矛盾という農

業理論を基本的に踏襲するものであるとみなされる。そ

して氏は，明治維新の変革については，野呂氏の後期の

見解と山田氏の『一一分析xの見解と同じく，徳川封建

制の妥協的解消・再編成であるという見解をとってい

る。そして，そこでの土地所有は，半封建的土地所有で

あると規定している。　それゆえ，　これらの点について

は，野呂氏・山國氏の見解の検討においていわれたこと

は同様に平野氏にもいわれる（第1節および第R節での

山田氏の見解の検討のところを参照されたし）。さらに，

平野氏は，山田氏同様維新以降の土地所有の半封建的土

地所有であるという根拠として，地租の高率と地主・小

作関係における高率現物納をkげている。この点につい

ては，この項のa）の山田氏の見解のところでふれたの

で，これ以上立ち入る必要はないであろう。ところで，

氏のここでの論拠のもう一つは，小作料現物納による地

主・小作関係が，徳川封建体制のもとで形成された地主・

小作関係が維新の変革によってなんら手をつけられるこ

となく維新変革以降にもそのまま移行されたことによる

ものである16）。かかる搾取関係の「移行存続」が，維新

以降の土地所有を体制的に半封建的土地所有にr再編成」

していった基礎なのであると，平野氏は主張している。

つまり，氏によると，維新初期の小作地は約3割前後あ

り1？），そこでの地主の小作農からの収奪は，高率な現物小

作料によるものであったから，地主の，土地所有者とし

ての納める地租が，地租軽減や穀価の騰貴を通していわ

ゆる「租税」に転化するとともに地主は小作からの収奪
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権を「政府より譲渡」されることになって，それによっ

て地主は，　「完全な封建的搾取形態」を農村において確

立していったのである18）。しかし，この氏の主張は，維

新以降の農民層の分化・分解の関連でみると誤っている。

　というのは，維新以降の農民層の分化・分解は体制的

に私的所有が確立され，わが国における資本主義の体制

的展開・発展によって農業生産それ自体の，一一未熟な

形態においてではあれ，一当晶生産者化によってもた

らされたといえるからである。そして，小作料現物納の

地主にたいする有利性は，土地の私的所有の体制的確立

をもとにしていえることなのである。つまり，この私的

土地所有の確立は，土地集中・喪失の自由をもたらし，

それゆえに一定額の地租を納める痴り，その所有者は，

その所有を失なうことがなかったのである。かかる土地

所有の確立のもとに，経済的に富裕な者は，土地の集中

ができたのである。そこで，小作料現物納は，地主の経

済に有利な作用をおよぼしたといえるのは，かかる私的

土地所有の確立においてなのである。ということは，農

業生産における封建的搾取関係によるのではなくして，

未熟ではあれ農業生産の商晶生産の展開を基礎にして，

はじめて地主による現物小作料収奪の有利性がいえるこ

とを意味するものである。そのために，維新以降の農民

層は，自己の生産手段と自己の労働力を自由に結合させ

て農：業経営を営なむことができるようになったのであ

る。かかる条件が，維新以降にできたからこそ維新以降

の農民層の階級分解の展開をいうことができるのであ

る。それゆえ，維新以降の土地所有の範疇規定は，かか

る農業生産それ自体の展開のメカニズムをまず把握し，

しかる後にそこでの土地所有の範疇規定をしなければな

らないのである。したがって，平野氏の封建的搾取関係

の維新以降への「移行存続」による，維新以降の土地所

有の半封建的・封建的範躊規定も，正しい範疇規定の根

拠とはなりえないのである。

　e）　問題の整理　第2節のこれまでの行論における問

題の整理をしておこう。山田氏［i”　分析m・平野氏

ff一機構譲での開治維新変革以降の農業生産構造の把

握にかんする見解は，維新変革以降の土地所有を先験的

に半封建的・封建的⊥地所有と規定することによって，

基本的に展開されている。この半封建的・封建的土地所

有という範疇規定は，氏等によると，①維新の変革が徳

川封建制の妥協的解消・再編成によるものであるという

ことから出発して，②地瓦の金納高率化・小作料の高率

現物納，③維新変革以前の旧い搾取関係のそれ以降への

「移行存続1ということによっていわれている。しかし，

これらを根拠とする維新以降の土地所有の半封建的・封

建的二二規定は，封建的領有体制を基本的に打破するこ

とによってもたらされた維新以降の土地所有の範蠕規定

としては，正しい規定であるとはいえないものであった。

つまり，このような維新以降の土地所有の範躊規定（把

握）によっては，維新変革以降の農業生産の展開・農民

層の分化・分解を一一したがって農業生産における諸範

礁の質的変化を正しく説明することはできなかった。と

いうことは，訴訟の維新以降の土地所有の最高規定（把

握）が，維新以降の農業生産過程の展開に則してなされ

ていないところに，その基本的原因があるのではなかろ

うか。つまり，三等の維新以降の農業生産構造の把握は，

維新以降の土地所有を先験的に半封建的・封建的土地所

有とその規定された土地所有に規制される農業生産構造

として農業の生産構造を把握している。しかし，体制と

しての封建制（封建的領有体制）が打破されて私的所有

が，体制的に形成されたところにおける農業生産構造の

把握をそこでの土地所有の把握からすることは誤りであ

る。なぜなら，そこには，土地所有それ自体の力は，基

本的に消滅しているからである。それならば，そういう

段階における生産構造および回忌鷹は，いかに把握され

るべきであるか。それは，その段階における直接的生産

考の労働の「仕方様式」一一一つまり，直接的生産者の労

働が，どのように生産手段と結合して現実の生産におい

て実現されるかによってなされなければならないのであ

る。

　ところで，封建的生産様式から資本制的生産様式の形

成は，直線的に形成されるのではなくして，その間には，

生産手段の小所有をもとにしての小生産様式の展開過程

が横たわる。つまり，封建的生産様式は，封建的大土地

所有に規定されての「小規模な個人的生産19）」の封建的

社会体制内での連続的な展開過程において，そこでの直

接的生産者が，緩慢にではあれ生産力を発展させ，そし

てその生産力発展の成果をなんらかの形で自己のものと

して除々に吸収・蓄積し，直接的生産者がそれをもって

封建的諸制約から自からを解放する物質的基盤にして，

その小規模な個人的生産を強固にしていくのである。こ

の小規模な個人的生産を強固にする基盤は，直接的生産

者の生産力を発展せしめる客体としての生産手段の直接

的生産者による個人的所有である。この場合の生産手段

の個人的所有の形態は，その生産規模（様式）に規制さ

れて一般に小所有である。そして，かかる生産手段の個

人的所有の条件が，社会的に形成される条件のもとでは

じめて封建的生産様式は崩壌する。かくして，小規模な
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生産様式は，そこでの直接的生産者が，自から生産手段

を所有することによって，歴史の発展過程に自からの足

で存在することになる。ところで，このような生産様式

に照応する二業におけ生産手段の基本は土地である。し

たがって，農業における小規模な生産様式が，自からの

足で歴史の発展過程に存在するにはそこでの直接的生産

者としての辰野がその生産様式に照応する土地をまず所

有しなければな：らない。ここに過渡的土地所有の問題が

生ずるのである。しかし，第1節の野呂氏の後期の見解

および山田氏・平野氏の見解は，維新以降の土地所有を

先験的に半封建的・封建的土地所：有と範疇的に規定する

ことによって，維新以降における過波的土地所有の問題

を否定してしまっている。しかしながら，この過渡的土

地所有の問題を否定ずることによっては，封建的土地領

有体制が基本的に打破され，体制としての資本主義が形

成されたところの，維新以降の二業生産構造を正しく把

握することはできなかった。そこで，次に講座派放木理

論（土地所有・地代論）を積極的に確立したといわれる，

平野氏の『辰嚢問題とゴ地変革』に収められている見解

を検討することによって，その点を明らかにしていこう。

　註11）　山EFI盛太郎『一分析』，205頁。

　　　2）　【⊥咽同上書，205～206頁。

　　　3）　　LL【F欝同＿1二書，　207　頁。

　　　4），　5），　6），　7）　　ばli＝1三1同上．嚢馨：，　206　〕畏〔。

　　　8）　マルクス「経済：学批判への丹説」（マルクス・

　　　　エンゲルス『全集譲第13巻，大月版），マルク

　　　　ス『ドイツチェ・イデオmギー』　（マルクス・

　　　　エンゲルス『選集』3，　新潮社版），　マルクス

　　　　『哲学の貧困』（マルクス・エンゲルス『選集』

　　　　3，新潮社版），マルクス『資本論調第3部下37

　　　　章等等参照。

　　　9）　平野義太郎『一一機構i』，23頁。つまり，平

　　　　三三は，この点を次のように述べている。すな

　　　　わち，維新以降の農民の商品生症は，　「商晶が

　　　　1玉1際市場を支配し，商業やマニュファクチュア

　　　　が一定の発展段階に達し，たとえ颪接的生産者

　　　　がその生活資料の少なくとも大部分をみずから

　　　　1，’1潅する点には変わりがないとはいえ，かれの

　　　　生産物の一部を商品に転化し，商品として生臆

　　　　し，また，一定の賓本制農業経営が農村に移入

　　　　されてそこから生産物を資本制商t、．nとして生産

　　　　するという一一定の生雄諸力の発展なしにな

　　　　され，したがって，生産様式は封建以来の小規

　　　　模農業経営のままにのこされ，旧来の現物経済

　　　　の自足完了的な小宇宙がなお依然として分散的

　に独立して存在し，農家家内労働と農業との直

　接的結合がなおまだ固い紐帯の上に保存されて

　いたのであるから，この金納租税への転化は，

　なお自然諸事情の不易性を似て反覆せられるこ

　のような生産行程での全形態を堪えないまでに

　衝撃しないではおかなかった。」（平：野同上書，

　同割）と。

IO）　「明治維新の特質（この変革がいかに不徹底

　であったかということ）を決定したものは，す

　でに封建制下に燵しえられる最高隈に発展しき

　たった商業資本や，封姓的土地領有を破壊的に

　蝕ばんだ高利貸資本も，産業資本へ転化する諸

　条件を舞いだため，産業資本が商業資本から独

　冷してこれを従属せしめることのなかった結

　果，明治維新は全く新しいブルジョア的生産様

　式それ自身のために，旧社会・旧政治権力を清

　掃しつくして全き抵抗からブルジョア社会をつ

　くる能力を欠いたことである。」（平野同上書，

　5頁。）とその理由を平野氏は述べている。

11），12），13）　平野同上書，45頁。上点引用者。

14）　平野同上告，53～91頁参照。

15）　平野同上書，52頁。

16）　平野岡上書，54頁。

17）　　ド里憂国＿L書，　34　頁。

！8）　平野同上誕～，34頁。

19）　福冨正美「講座派農業理論『人文学派』の民

　主主義革命論［1］」（山口大学『山口経済学雑

　誌』第13巻第1号，1957年）。山岡亮一・木

　原正雄編『封事祉会の類本法則譲，1956年，有

　斐閣。参照。

（IV）　平野宮「半封建地代論」

　講座派鴫焼理論は，維新以降の土地所有を半封建的・

封建的土地所有と範疇的に規定して，維新以降の農業生

産は，その土地所有を基軸とする半封建的・封建的零細

辰耕という視点で展開されていた。そこで，この維新以

降の辰業生産の基軸である半封建的・封建的土地所有に

たいする見解を，これまでの行論からしていえば，それ

は，次の4つの理由によっていわれているといえる。

①　維新変革が，徳川封建制の妥協的解消・再編であ

　つたから，そこでの土地所有は半封建的・封建的士

　地所有である。

②　維新の変革は，地主・小作関係に手をっけず，維新

　以降にもその1日い関係が移行存続した。それは，維
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　新以降の土地所有の封建的性格の存続を意味する。

③　維新以降には，きわめて高率な地租と現物小作料

　とがあった。これは，そこでの土地所有が，半封建

　的・封建的土地所有であることによるものだ。

④　維新以降の農業生産は，きわめて零細であり，そ

　の生産において利潤の一片だにも成立する余地がな

　かった。これは，維新以降に自由な農民的土地所有

　を中心とする過渡的土地所有形態が，成立していな

　かったことを意味するものである。かかる土地所有

　が，成立していないところの土地所有は，半封建的・

　封建的土地所有といわなければならない。

　このように講座派における半封建的・封建的土地所有

の範躊規定は，きわめて内容のないものである。つまり，

①・②は，維新変革の政治過程からする半封建的・封建

的土地所有の規定であり，③は，本来的に土地所有の経

済的実現形態である地代形態による規定である。そし

て，④は，維新以降の過渡的土地所有の成立を否定ずる

ことによる，半封建的・封建的土地所有の規定であり，

いわば間接的規定である。これらの点の①・②・③につ

いては，これまでの行論において検討・批判してきた。

しかし，④の過渡的土地所有の否定については一一つま

り，いかなる理由によって維新以降におげる過渡的土地

所有の成立を否定するのか，という点についてはふれる

ことがなかった。そこで，ここでは，半封建的・封建的

土地所有＝半封建地代について積極的に理論を展開し，

講座派土地所有論を明瞭にならしめたといわれる，平野

氏の昭和IO年代の見解を検討することによって，その

点を明らにしていこう。

　平野氏によると，地代範曙は，封建地代田紳と資本制

地代範朧の二つの範疇しかない。この封建地代範疇から

の地代の発展は，世界史的にみれば次のような「正則的」

な発展と「変則的」な発展の二つの類型がある，と次の

ように氏は主張する1）。

a）　正則的発展

　「→封建的土地所有・封建地代範疇←「　　一→

　近代労働地代・一→生産物地代一→貨幣地代一半資

　近代的＝資本制的土地所有・資本制地代範疇←「
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　
　節制地代（過渡的土地所有・地代）一→資本制地代

b）　変則的発展

　「→封建的土地所有・封建地代範疇←一一一

　労働地代一→生産物地代一→貨幣地代一→半封建；地

　コ、

　　代

　この地代の発展が，正則的発展であるか変則的発展で

あるかどうかの基準は，平野氏によると「農業における

完全なブルジョア民主主義革命」を通してのみ封建制が

打破されるかそうでないかによるのである’S）。例えば，

イギリ・スフランスのようにブルジョア革命が，完全な

形で行なわれたところでは，正則的に地代の発展をし，

Uシア・日本のように封建制の解体が，徹底して行なわ

れずむしろ封建制の妥協的解消・再編成の形で行なわれ

たものとみなされるところでは，地代の変則的な発展を

とる5），と氏はいわれるのである。それならば，どうし

て地代の発展が，ブルジョア民主主義革命のいかんを通

して正則的発展と変則的発展といえるのか。まず正則的

発展についてみれば，正則的発展が，古典的・典型的に

行なわれた国としてフランスに焦点をあわせて，氏は，

それを次のように論述している。

　「農業におけるブルジョア民主主義的変革の典型は，

フランス大革命で古典的に示される6）。」フランス大

革命は，「封建的所有を蕩滅・粉砕して自由・均等な

小土地所有をつくり出した7）当それゆえに，「フラン

ス大革命の農民についてのみ，その農民を自由独立的

な小農，その小土地所有を語の完き意味で，『人格的

独立の発達上の基礎となり，農業それ自身の発達，繁

栄についても必要な経過点となる』ところの『自作農

民による自由土地所有』と規定することができる8）。」

したがって，「フランス大革命によってのみ，土地所

有の近代的形態もが可能にされたのである9）。」。とこ

ろで，フランス革命によって創出された土地所有は，

自由な小土地所有・いわゆる分割地農的土地所有であ

る。その限りでは，それは，かならずしも資本の論理

に従属する近代的・資本的土地所有ではなかった。に

もかかわらず，そこでの土地所有が，近代的・資本制

的土地所有範薦に属するといえるのはいかなる理由に

よるのか。それは，平野氏によるとこの細分化された

小土地所有は，将来において資本制的大土地所有とし

て「再び集中」される運命にある土地所望であるから

ということによる10）。

　ここにみられるように，平野氏は，フランス革命後の

小土地所有（分割地鼠的土地所有・過渡的土地所有）を

近代的・資本制的土地所有範躊と規定している。ここで

のその理由は，氏によると④「農業における完全なブル

ジョア民主主義的変革」があったからであり，◎将来に

おいて資本制的土地所有として「再び集中」される運命

にある土地所有であったからであるということである。
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ところで，かかる氏の分割地下的土地所有・過渡的土地

所有の把握は，完全に誤っていた。まず，氏のその把握

の④の点についていえば，自由な小土地所有は，封建的

生産様式のもとにある農民が，封建的土地領有体制のも

とでの個人的小規模生産の展開を通して，農業における

基本的生産諸手段である土地を私的に所有することによ

ってもたらされるものである（前項皿参照）。　かかる点

において，マルクスも『資本論』第3部第47章「資本

制地代の発生史」において，過渡的土地所有を論述して

いるのであり11），「農業におけるブルジョア民主主義的

変革」が，自由な小土地所有と過渡的土地所有を創出す

るとはいっていないのである。そして◎の点についてい

えば，平野氏のこの論述は論理の転倒である。つまり，

資本制的農業生産は，かかる自由な小土地所有をもとに

営まれる小規模な農業生産の不断の展開を通して形成さ

れるものであり，それゆえに，一定の国において臨由な

小土地所有が形成されてそれが将来において（結果にお

いて）資本制的土地所有になったかどうかによって，そ

の土地所有を資本制的土地所有であるかそうでないかと

いう主張は誤りである。事実において，氏のいうフラン

スにも革命後，一方ではきわめて部分的に資本制的農業

生産が形成されながら，他方には分割地農民による農業

生産が現在までもかなり広汎に存続しているのである。

諸制限の買戻し金や地主の共同地の収奪によって資本

の本源的蓄積とする14）。そのために，農民は，高利貸

資本・商人資本に従属化するようになる15）。このこと

は，封建的社会体制一農奴制度・封建的身分制・土

地売買の禁止等々　　の解体によってもたらされるこ

とを意味し16），それゆえ，そこでの社会構成体は，

「資本生産様式が支配的定則となり貨幣経済と商晶流

通とが農村経済17）」をとらえることになる。かかる封

建的土地所有と資本主義が，密接不可分に結びついて

いる社会構成体における土地所有の形態が半封建的土

地所有であり，それの経済的実現形態が半封建地代で

ある18）。それゆえ，半封建地代の特質は，　「それが資

本の本源的蓄積の源泉となり，地主制と内部的に組み

合わされている商業篇高利貸資本や独占資本財閥の上

に築かれた資本主義の性質を特質づける資本主義全生

産関係の不可分の構成分たる半封建的土地所有の自己

実現たる意義において，機構的特徴を荷なっているこ

とである19）」。そして，かかる資本主義は，／．環生産

から全べての剰余価値を収奪してしまい，農業におけ

る資本主義の発展を妨げ，　「したがって半封建的土地

所有の栓拮はブルジョア的には解決されない20）」こと

になり，半封建地代は，先の地代発展の方式のように

固定化されてしまうのである。

　次に平野氏の地代の発展の変則的発展についてである

が，これは，前の地代発展式の封建地代からの半封建地

代の形成ということであり，それは，地代の正則的発展

が，　「完全なブルジョア民主主義的変革」によってもた

らされたのにたいし，封建制の「妥協的解消」というこ

とによってもたらされるといわれる。ところで，この封

建制の「妥協的解消」については，これまでも度々出て

きているけれども，その内容は，氏によるとフランス・

イギリス的ブルジョア車命がないということ，それゆえ

「封建的な土地所有関係が一挙に清算されず，　妥協的

に，資本主義に順応12）」していくということである。そ

こでこの点と関連して，氏の半封建的土地所有・半封建

地代範疇をみれば，それは以下のようである。

　封建制の妥協的解消による封建的土地所有の順応と

は，平野氏によるとその土地所有の「資本主義的全生

産関係の不可分の構成部分13）」としての順応である。

つまり，封姓制の妥協的解消によって資本主義が発展

する駿1における，その発展は停滞的である。この停滞

的な発展のために，その資本主義ぽ，半辰奴制一大土

地所有を利用しながら一一つまり，下平による封建約

　これが平野氏の地代の変則的発展にかんする論述の骨

子である。つまり，ここで氏は，半封建的土地所有を資

本主義体制の不可分の構成部分として主張しているので

ある。その論述は封建的社会構成体の解体による生産手

段の私的所有の成立をもとにしての，直接的生産者であ

る農民の農業生産における余剰の成立の困難さとその困

難さによる炭民の高利貸化・商人化せる地主への従属の，

必然性としていわれているのである。しかし，このこと

は，半封建的・封建的土地所有による関係であるといえ

ることなのであろうか。

　というのは，氏のいう地代の正則的発展における，封

建制の解体から生ずる小土地所有（過渡的土地所有）の

もとでの農業生産においても，そこでの辰民（分割地農

民）は，農業生産での，「本来的費用」＋「x己労賃部分」

＝C＋Vを基準として一この場合のV部分は，しば

しば農民の肉体的最低隈まで下りうるものである一生

産をしているといえるからである。そのために，かかる

農民のもとには，その土地所有をもとにしての生産の小

規模性により，生産は危弱であり，余剰の成立すること

はきわめて困難である。ここにかかる農民が，高利貸・

商人資本に従属する必然性があるのである。とすれば，
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氏のいうように体制的に資本主義化している社会構成体

の土地所有一そこでの封建制の解体形態が，例えフラ

ンス・イギリスと異なっているとしても，その解体形態

の相異によって半封建的土地所有と規定する理由はない

といえるのではなかろうか。もっとも，氏には，次のよ

うな地代範i躊論を根拠としていっているのであろうが，

それは，誤まりである。つまり，それは野呂氏の後期の

見解の検討においてすでにふれたように，直接的生産者

と土地所有者が直接対立する関係いかんによって，地代

は範疇的に規定されるということである。しかし，かか

る地代範疇論は，野昌氏の見解の検討において明らかに

したように誤まりであったのである。

　したがって，平野氏の過渡的土地所有否定論は，誤ま

っていたのである。つまり，封建制の解体から，体制と

しての資本制の成立・発展過程の究明において，過渡的

土地所有を否定しては，その移行・展開は事実において

も理論的にも解けないのである。

　註　1）　平野義太郎「過小農民による地代」（『農業問

　　　　題と土地先導』所収，87頁，1948年，H本評

　　　　論社）。

　　　2），3）　平野岡上論文（詞上書所収，87：頁，　92

　　　　頁，94頁）。

　　　4）　平野「近代的土地所有形態成立の条件」　（平

　　　　野同上書所収，7頁）。

　　　5）　平野同上1）の論文，「半封建地代論」（平野

　　　　同上書収）参照。

　　　6），7），8），9）　平野同上4）の論文（平野同上

　　　　書瑳又，　9頁）。　＿k　，点弓1月ヨ者。

　　10）　平野同上4）の論文（平野同上書収，10頁）。

　　！！）　つまり，マルクスは，『資本論』第3部第47

　　　　章において，封建社会における直接的生産者で

　　　　ある封建的農民がそこでの社会的生産力の展開

　　　　にともなう地代形態の展開によって，　「貨幣地

　　　　代は，一そう発展すれば，一あらゆる中間諸

　　　　形態，たとえば小農的借地農業者のそれを度外

　　　　擁すれば，一土地を自由な農民所有に転化さ

　　　　せるか，さもなければ，資本制的生産様式上の

　　　　形態，資本制的借地農業者が支払う地代，とな

　　　　らざるをえない。」，　つまり，　封建的な農民は

　　　　「金を払って自分の地代支払金を免れて，肉分

　　　　の1つ1：作地の完全所有権をもつ独立農民に転化す

　　　　るにいたる。」（獄資本論課第3部，　1124～l！25

　　　　頁）と指摘しているのである。

　　i2）　平野同上4）論文　（平野同上書所収，　18

　　　　頁）。

13），14），i5），16），17），18）　平野「半封建地

　代」　（平野同上書所収，68～69頁）。上点引用

　者。

19），20）　平野同上論文（平野同上書所収，　70

　頁）。上呂引用者。

第3節　過渡的土地所有と地主制

　　　　　　私見の展開一一

　私は，第1節・第2節で旧講座派の代表的な論者であ

る野呂氏・山田氏・平野氏の維新以降の農業生産構造把

握についての見解を，そこでの「農民層分解と地代範躊」

というところに焦点を合わせて，氏等の代表的な論文・

論著によって検討・批判してきた。この検討・批判から

いえることは，春陰は，維新以降の土地所有を半封建

的・封建的土地所有と規定し，そこでの農業生産はこの

土地所有に規定される半封建的・封建的零細な農業生産

と把握していたということである。しかし，このような

氏等の維新以降の農業生産展開の把握からは，維新の変

革によって体制的に資本主義がもたらされたといわれ

る，わが国の資本主義の展開における農業生産構造は正

しく把握することはできなかった。そこで，これまでの

氏等の見解の検討・批判において，私は，維新以降の農

業生産構造を正しく把握するには，圭寸建的領有的大土地

所有のもとでの農業生産の個人的小規模生産の，その連

続的な展開・発展を通しての，そこでの直接的生産者で

ある農民の生産手段一基本的には土地一一の私的所有

の形成・発展の路線を踏まえることの必要性一つまり，

氏等が否定している過渡的土地所有把握の必要性一を

強調してきた。

　ところで，網野のこの過渡的土地所有否定論は，その

検討・批判においてみられるように，基本的に①フラ

ンス革命およびそれによって創出されたフランスにおけ

る分割地農的土地所有（過渡的土地所有）をあまりにも

バラ色視すること，と②過渡的土地所有形態には，分

割地球的土地所有形態のみならず数形態の土地所窟があ

るにもかかわらず，分割地農的土地所有形態のみをもっ

て，あたかも過渡的土地所有のすべてであるかのごとく

考えることによって展開されている。しかし，このよう

に過渡的土地所有を否定するのは，基本的に誤りであ）

たのである。つまり，前記の①のブルジョア革命は，

封建領主対封建的農民という階級関係を基軸とする封建

的社会構成体の連続的な展開の過程において形成され

る，諸階級・諸階層（封建的寄生地主・富裕農・水呑農

民層，高利貸業者・商人，手工業者等等）の自由な経済

活動の展開を根底において制約している，封建的土地領
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有体制の打破としてもたらされるものである。それゆ

え，ブルジョア革命は，これら諸階級・諸階層の自由な

経済的活動の諸条件をつくりだすことを本来の課題とす

るものである。したがって，ブルジョア革命の本来的課

題は，封建的土地領有体制の打破による，自由な私的所

有の体制的な確立ということにおかれるのである1）。そ．

の限り，ブルジョア革命は，かならずしも土地の均一一一■

均質な私的所有の確立を本来的な課題とするものではな

いのである2）。したがって，封建制の解体後において，

均一・均質な私的土地所有が，形成されていないからと

いって，そこでの土地所有を半封辿的・封建的土地所有

と規定する根拠とはならないのである。そして，分割地

農的土地所有は，すでにふれてきたように本来的にC＋V

水準を基軸として生産が営なまれるところでの土地所有

形態であり，その限りその土地所有によって営なまれる

生産・分割三農経営は，多くの人によって指摘されてい

るように，それのおかれた歴史的・社会的条件によって

発展的側面と停滞的側面の二側面を有するものである。

しかし，蝉声は，この二側面の発展的な側面にのみ視点

を向げて分割地静的土地所有を考察・把握したのであ

る。前記の②については，近代社会における過渡的土

地所有は，封建的所有体制からの直接的生産者の労働力

と生産手段の私的所有体制の形成・確立において，諸範

疇が完全に自立的にいまだ展開しえないところでの土地

所有である。その限り歴史・具体的にそこには，きわめ

て多様性をもった土地所有形態が存在する3）。したが，

て，過渡的土地所有形態を歴史・雑体的に分割地農的土

地所有形態のみに限定して考察するのは，過渡的土地所

有の正しい考察とはいいえないのである。その意味にお

いて，私は，維新以降の土地所有は，過渡的土地所有形

態の多様性をもった土地所有の相互関連的に考察するこ

とによって，正しく把握されるのではないかと考えるの

で，次にその点を深めていきたいと思う。

　そもそも過渡的土地所有形態は，資本主義社会の経済

的基礎範疇を類推的に適用していえば，労賃・利潤・地

代治国の凝立化がいまだ形成されていないところでの，

私的所有の体制的な形成過程と確立のもとにおける生産

を通して把握されるものである墨）。ということは，その

形態は生産における主体としての労働力，客体としての

生産諸手段（土地・資本）が，完全に資本体制的に三分割

されていないことを示すものであり，いわばそれらの所

有が，未分割のまま生産が営なまれている段階（状態）

での土地所有のことである。それゆえ，かかる労働力と

生産諸手段（土地・資本）の結合に応じて，そこには，

多様な生産・，経営形態が社会的に存在するのである。こ

こに，過渡的土地所有形態の多様性をいうことができる

のである。

　ところで，先にもふれたように近代社会におけるこの

過渡的土地所有は，封建的土地領有体制のもとにおける

農業生産の個人的小規模生産での，労働力と生産諸手段

の自由な私的所有の形成・確立過程における生産を通し

てもたらされるものである。それゆえ，そこでの農業生

産は，辰業生産の基本的な生産手段である土地の事実上

の私的小所有をもとにする小規模農業生産　　典型的に

は分割地農経営一を基軸として営なまれることにな

る。したがって，かかる小規模生産・分割地が経営は，

労働力と生産手段の直接的生産者による三位一一体的な所

有において営なまれることになる。このような所有にも

とつく経営の性格からして，この経営は，基本的にC十V

水準を再生産での条件としながら生産を連続的に営なむ

ことになる。しかし，社会的総生産過程の展開は，常に

連続的な拡大再生産として営なまれる。したがって，こ

の小規模農業生産・分割地農経営が，再生産過程におい

てかつてのC÷V水準をもたらす経営規棋・生産様式

（方法）で生産を続ける限り，その経営は社会的再生産

過程から必然的に脱落せざるをえなくなる。したがって，

この経営が，社会的再生産の連続的な拡大再生産過程に

おいて，自からの経営を再生産していくには，社会的再

生産過程の展開に応じて自からの再生産基盤の改善・拡

大を要求される。ところで，この経営は，C＋Vを基準

として生産が粋なまれる限り，そこには，剰余の成立す

る余地はなく，それゆえその経営の生産基盤を改善・拡

大するための物質的基礎の形成される必然性は見いだせ

ないことになる。そこで，かかる経営の農民は，C十V

水準におけるV部分を低めることによって自からの経

営改善・拡大の基礎として，社会的再生産過程に良から

対処するか，あるいはこの経営はC＋V水準による経

鴬の危弱さという点において祉会的信用を受けることが

困難であるために，高利貸資本に従属するか土地の小借

地等によって再生産を営なまざるをえなくなる。このよ

うに三位一体的な所有にもとつく辰民経営が，高利貸資

本に従属する過程において，この高利貸資本は，農民か

ら土地を中心とする生産手段を高利貸的に収奪する，そ

して，夕景は高利貸資本に従属し自からの再生産基盤の

物質的基礎を縮凝せざるをえなくなる5）。そこで，この

ような小規模生産様式の段階において，高利貸資本が，

農民から高利貸的に収奪した土地およびその他の生産手

段を経済的に実現するということと農民の社会的な再生

産過程への自からの再生産として地主経営・分益農経営

あるいは小借地経営等が社会的にもたらされるようにな
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る。

　このように，封建的上地領有体制のもとでの個人的小

規模農業生産での自立化の形成・確立における，高利貸

的収奪関係の展開においてもたらされる土地所有の諸形

態が，過渡的土地所有なのであり，それゆえに，資本主

義社会での経済的基礎三範疇は自立化せず未分離なので

ある。したがって，そこでの剰余価値は，正常的，通例

的形態としてあらわれず，そこでの剰余価値は，資本主

義祉会の経済的基礎範隔を犠牲的に摘記していえば，労

賃十利潤十地代，利潤十地代，労賃十利潤等等として混

合的にあらわれるのである6）。以上の論述は，分割三農

経営の推象的・理論的な考察をもとにしての過渡的土地

所有諸形態の相互関連における一般的な把握である。

　ところで，歴史・具体的な分割地山経営は，次のよう

な生産諸条件のもとにおいて営なまれる生産である。つ

まり，私は，分割地農経営におげる基本的生産手段であ

る土地条件の差（豊山差・面積差）を中心とする生産諸

条件の差を捨象することによってこれまで論述してきた

のである。しかし，歴典・異体的には，労働力構成・（擬

制的な意味での）資本構成および土地条件の均質・均一

な分割法弟経営というのは存在しえないのである。例

え，労働力構成・資本構成が同一だとしても，本来的に

自然物である土地はきわめて多種多様な質をもったもの

として存在する。そこで同じ分割地農経営といってもこ

の個別経営の生産諸条件の差によって，他の分割地鼠経

営よりも有利に経営を営なむことのできる個別経営が，

歴史・具体的には存在することになる7）。それゆえ，こ

の有利な分割地辰経営における個別経営は，商晶生産に

まき込まれるにつれてその有利性を現実的に発揮するこ

とになる。というのは，農産物の価値：実現は，私的所有

をもとにしての商晶生産社会においては最劣等生産条件

での生産物の価値：を基準としてなされ，市場では商晶は

一物一価の原則のもとに販売されるからである。したが

って，この生産条件の現実的な差をもとにしての再生産

の展開において，分割地農民の分化・分解が展開するよ

うになるのである。つまり，膚利な生産条件における分

割忌辰経営が，社会的拡大再生産に自から対処する物質

基礎をその経済の有利さから獲得することによって，そ

れを自己の経営の改善・拡大に利用して上昇する経営，

あるいは自からの経営の改善・拡大に向かうことなく経

営の有利性によって獲得された成果物を高利貸的に機能

させて他の脹民経営に吸着して土地の集積・集中に向か

う農民層の発生が，分割地無経営における農民層の分化・

分解の上昇的形態である。そして，かかる上昇的展開の

できない農民層は，生産手段を縮少しながら下降的に分

化・分解するようになる。このように，上昇的にも下降

的にも経営が展開することのない島民経営は，社会的再

生産過程に以前としてC十V水準をもって自からを再

生産していくことになる。これが，分割三農経営の社会

的総生産過程における展開の方向である。すなわち，歴

史・具体的な分割三農経営は，生産の社会的再生産過程

に対応しながら常にこのような上昇的・下降的・静滞的

な展開の三方向をもって内部流動的に交錯しながら存在

するのである。

　ところで，形成・確立期の分割地農経営におげる巌民

の労働は，本来的農業生産のみならずそれの補足をなす

農村家内工業および共同地利用をもって完結するものと

いわれる。つまり，そこでの農民は，　［本来的農耕十共

同地利用＋農村家内工業］での労働の成果を獲得するこ

とによって自己を社会的に再生産していくのである。と

ころが，私的所有の体制的な形成・確立をもとにしての，

分割地農経営の成立は，同時に分割地気経営からの共同

地利用の崩壌，農村家内工業の分離過程でもある8）。そ

こで分割豪農経営における三民は，共同地利用の崩壌・

家内工業の分離の進展につれて本来的農業生産において

のみ自からの再生産の物質的基盤を獲得しなければなら

なくなる。それゆえ，分割地農民が，農業生産をもとに

して自からの再生産を続ける限り，農業生産における生

産手段にたいする改善・拡大は必然的に強化せざるをえ

なくなる。なぜなら，そこでの農民は，本来的農業生産

のみにおいて自からのC十V水準を獲得しなければな

らなくなったのであり，それだけかっての［本来的農耕

＋共同地利用＋辰村家内工業］における本来的農耕での

生産力の高まりがなければ自から再生産できなくなるか

らである。この本来的農業生産における生産力の展開・

発展の物質的基礎は，生産諸手段の改善・拡大であり，

その基本的な生産手段は農業生産においては土地の拡大

である。ことにそこでの労働体系的技術の発展がない限

り，土地の拡大が第一・￥k的条件になる。かかる生産条件

の改善・拡大の展開過程において，C＋V水準をもって

再生産を展開している分割地農民の大部分は，高利貸資

本に従属するようになる。かくして，先にふれた高利貸

資本は，か民から土地およびその他の生産手段を収萄

し，その収奪した土地およびその他の生産手段を経済的

に利用するという点において地主経営・分益農経営・小

借地辰経営・わが国における小作経営等が成立するので

ある。ところで，分割三農経営は，先にもふれてきたよ

うにその成立は同時にその経営の上昇的・静回議・下降

的展開を流動的に含むものであるから，したがって，歴

史・具体的には，分割地農経営の成立は同時に地主経営・
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分益辰経営・小借地農経営等等が存在するものといえる。

それゆえ，封建的土地領有体制が解体し，私的所有が体

i融約に形成確立・展開せる段階においては，きわめて多

様な炭素経冒形態が一それゆえ，多様な土地所有形態

が，歴史・具体的には社会的に存在するといえるのであ

る。例えば，イギリスにおける独立自営二品（ヨーマン

リー）の形成は，同時に分益脹経営・資本制的枯地点経

営の成立でもあったのであり，フランスにおいては，フ

ランスの分割地炭の成立は同時に分益農（メテェアー）

の成立でもあり，ロシアにおける農民経雪の成立は，同

時に雇役経曽・資本制的借地農経営の成立でもあったの

である9）。そして，わが国においても維新以降における

自作辰の成立は，地主手作経営・点滅経営・小作炭経営

も同時に成立しているのである。

　したがって，わが国の農業生産の瓜開は，このように

過渡的土地所有を把蔵することによって，基本的に考察

されるべきであろう。つまり，それは，過渡的土地所有

の独自的な論理を明らかにし，そしてそれの歴史的・社

会的条件の相異による変椅として，具体的には，考察さ

れなければならない。その点を山田氏の「零細辰耕の論

理」を検討することによって，次にふれてみよう。

　註　1）　レーニン「戦術にかんする手紙」　『全集』第

　　　　24巻・上記春平『歴史分析の方法S，1962年，

　　　　三一書房・飯沼二郎『地主王政の構造』，　1964

　　　　年，未来社等々を参照。

　　　2）　土地の均一・均質的な農民への分団ilは，社会

　　　　主義革命においてはじめて現実化されるのであ

　　　　って，それをブルジurア革命においていうのは，

　　　　ブルジョア革命をバラ色にえがくなにものでも

　　　　ない。つまり，ブルジョア革命にそのような土

　　　　地の分割は，期待できないのである。

　　　3）　このような土地所有の多様性については，福

　　　　冨正美「階級社会への移行の一一般的法則と多様

　　　　性の問題（1）」（山口大学『山口経済学雑誌』

　　　　第11巻第！号，！961年。）・同氏「諺座派農業

　　　　理論と『人文学派』の民主主義革命論［1コ」・

　　　　同名諭文「［　ll　］」（山口大学鞘⊥i口経済学雑誌』

　　　　第13巻第1弓・第2号，1962年。」等を参照。

　　　4）　拙稿「過渡的地代の芝L論的托握について」

　　　　（『茨城大農学術報告』No．ユ3，1965年。）参照。

　　　5）　「高利資本は，一一生産様式を変化させるこ

　　　　となしに薩接的生虚者のすべての剰余労働を取

　　　　得するのであり，労働諸条件にたいする生産者

　　　　の所有または占有一およびこれに照応する個

　　　　々別々的な小生産一を本質的前提とするので
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　あり，高利な貨幣財産を集中するが，生産手段

　は分赦したままである。高利は生産様式を変化

　させないで，能生虫としてこれに吸いつき，こ

　れを悲惨なものたらしめる。高利な生産様式を

　吸いとり，これを蓑弱させ，ますます哀れな条

　件のもとで再生厘の進行を余儀なくさせる。」，

　マルクス『資本論』第3部，840～841頁。　上

　点引用者。

6）　マルクス『資本論謹第3部第47章第5節参

　照。つまり，マルクスは，ここで過渡的土地所

　有においては，剰余価値が一般的通例的な形態

　としてあらわれえないということを指摘してい

　る。

7）　田代隆『小辰経済11i，fi　di，1963塔，校倉書房参

　照。

8）　このような土地所有を加壊させる原因は，体

　制的な私的所有の展開にともなう，この「土地

　所有の正常的補足をなす農村的家内工業の絶

　滅。・…共同所有地一一これはどこでも分割地

　経営の第二の補足をなし，またこれのみが分割

　地面宮に家宙の飼養を可能ならしめる一の，

　大土地所有者による横奪。」（マルクス『資本

　論譲第3部，1136～！137頁。）と，マルクスは

　指摘している。

9）　例えば，イギリスについて，マルクスは次の

　ようにいっている。　「借地農業：者の創生記につ

　いては，…・それを手探りしうるだけである，

　というわけは，それは多くの世紀にまたがる緩

　慢な過程だからである。・・■■イギリスでは，借

　地農業者の最初の形態は，それ自身農奴たるベ

　イリフ・…であった。…・借地農業者の状態は

　農民のそれとあまり違わない。より多くの賃労

　働を拝取するだけである。彼はやがて，半借地

　農業者たるメティエ［分虚心］となった。■■・・

　十五世紀中，独立の農民，および，賃労働のか

　たわら同時に自作もする濃僕がIJ分の労働によ

　って自らを富ませていた間は，借地辰i業二者の境

　遇やその生産細細は依然として岡じように平凡

　なものであった。」　（『資本論議第1部，1ユ32～

　1133頁）と。上点霊鳥のまま。　フランスにつ

　いては，高橋幸八郎ド近代社会成立史論ゐ1947

　年，日本評論社，　同氏着癬市民詩話の構造』，

　1957年，参照。　ロシアについては，レーニン

　『全集』第3巻・『全集di第13巻（いずれも大

　月吉鷹版）参照。なお，ロシアについて，過渡
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的土地所有範疇をもって研究した日南田静真

『ロシア農政史研究』をみられたい。

第4節　山田氏「零細農耕の論理」と

　　　　農民層分解

　前前節で検討したように，山瞬氏のW一分析』での

明治維新以降の農業生産構造把握にかんする見解は，維

新以降の土地所有の「圧倒的優位」・強さをその把握の

基調とする，半封建的・封建的上地所有にもとつく半封

建的・封建的誓細農蒸升の形成・確立として論究されてい

た。ところで氏は，農地改革を契機とする戦後の農業生

産構造を把握するには，その改革がもたらされた歴史的・

段階的必然性の把握を通してその改革を正しく把握し，

それ以降の農業生産橘造の展開を明らかにしなければな

らないと指摘したb。

　つまり，農地改革後の，農業生産構造は，改革前の農

業生産の「三二」をなしたと，氏がいうr地主制（土地

所有）の論埋」の，「その根源において杓編成」された

上に形成された「寄細農耕制の二六」にもとつく農業生

産として，基本的に把握しなければならないと指摘した

のである2）。そこで，氏は，かかる視点において改革前

後の農業生産構造を把握するには，維新以降の農業生産

力発展の構造的・段階的特質を分析することによっては

たさなければならないと強調され，そして，「日本農業

における生産力発展の史的段階としては，大約的には，

次の三段階を区分することができる3）。」といわれる。す

なわち，その第一段階は，「徳川山藩制期の純粋封建的

土地所有組織下における農業生産力の段階）」，その第二

段階は，　「維新期＝地租改正基準で成立する半封建的・

地主的土地所有下における農業生産力構造の段階」5），そ

の第三の段階は，　「戦後，農地改革による地主的土地所

有の，その根底における解体以降，展開しつつある農業

生産力の段階6）」である。そこで維新以降の農業生産力

発展構造を分析する「重要なポインド）」になるのは，

次のご点である。その第一点は，維新の変革によって体

制的に成立してくる「半封建的・地主的土地所有」によ

る，「新たに全国土的な地帯描成の農業生産力構造とし

て再編されてくるその再編過稗）」，つまり，「土地所有

の圧倒的優位」＝「半封建的土地所有」のもとにおける農

業生産力発展構造・零細農耕の段階的風開h？i．造である。

その第二点は，この零細農耕の段階的展開線上における，

「農地改革による地主的上地所有の解体基盤での所有構

造，並びに生産再編［展開と限界8）］」での農業生産力構

造一零細農緋の履開である。

　そこで，山田氏は，この第一点での農業生産力発展構

造をそこでの土地所有と零細農耕の対抗的展聞において

把握し，　「農地改革の歴史的意義」において，次のよう

に論述する。すなわち，①明治41年迄は「維新変革に

よって創出された半封建的土地所有が，徳川封建祉会の

零紬農耕を穿忘し農民層を土地所有規模を中心として両

極に分化・分解せしめながら，自らの土地所有を体制的

に確立してきた構造である。②かかる上地所有と零細

農耕の対抗的展開は，農地改革まで基本的につらぬく線

であるが，1男治41年以降ほぼ昭和16年（太平洋勃発直

前）までは，①の期の土地所有に抗しながら，零細農耕

が支配的に展開し，経営硯模的に中問層・中堅層が増大

ずる構造である。③それ以降は，この中間層・中堅層さ

えも「漸減傾向」をとりながら一一一般的に崩落する構造で

あり，そしてその線hにおいて農地改革に結びつく構造

である9）。すなわち，具体的な氏の指摘によれば，維新

以降からの農地改革との関連における農業生産発展構造

は，①期の8反～1町5反耕作農の中問戸数の漸減と

！町5反以上耕作農および8反未満耕作農，いわゆる上

層と下層の漸増の両極分解傾向，　②の期の5町以上緋

作，3～5町歩耕作農家と反未満耕作農家の出面なき減

少にたいする，1～2町歩耕作農家の開断なき増加の中

間層・巾堅層の増ソぐ緻向，　③の期のこれら記聞層・中

堅層さえも全体的に減少する傾向として，基本的に展開

してきたのである10）。このような氏の中間層・中堅層＝

「零細農耕の論理」の虚聞は，次に指摘されるような点

の農開を背景とするものとして指摘されているのであ

る。その第1点は維新以降の「農法再編の方向」＝農業

技術の品品である。つまり，明治大正期の農業技術は，

品種改良施肥集約化，二二梨からの畳床梨への転化，乾

田農研と耕地整理の結合等による反当収量の増加として

の生産力展開を通して，発展してきたのである11）。その

第2点は，明治期の産業資本確立過程を通しての農工業

の分離，それにともなう年無労力の賃労働化による「地

主手作＝豪農経営の分解12）」である。つまり，手作地主・

蒙農・中堅上層経営の製糸における，「農業一養i蚕［雇

人労カコ兼業製糸［家人工女，雇人工女］一義挽を擁

する形13）」，織物における「農業一家内工業，賃織を

擁する形lt）J，　製糸における器械化・織物における力織

機化，の発展による，これらの経営からの工業部門の分

離，渋面労力の賃労働化による減少により13），地主手

作・蒙農経営の分解によっての，地主・豪農の金融業者・

土産的な醸造業者化一「六大な小作農民層の成立16）」

を通して中間層は形成されてくる。その第3点は，農民

闘争・小作争議を通しての小作農経営の経営基盤の強化

である17）。これら3点の農開において，零細農耕は，形
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成され，それは，地主的弓地所窟に対抗しながら明治40

年以降支配的に展開することになったのである。

　以上が，山田氏の戦前段階における「零細辰耕の論理」

の大略であると思われる。しかし，この氏の見解は，維

新以降における農業の小商晶生産の進展という観点が基

本的にかけていると考えられる。というのは，農民層の

分化・分解は，基本的にいって，多かれ少なかれ農業に

おける三二生産の展開を基軸にして行なわれるものであ

る。そこで，農民層の分化・分解は，二業生産のかかる

展開過程において，農家が，農業の再生産過程で，いか

にその再生産費を償い，かつそれ以上の剰余を獲得する

可能性があるのか無いのかといづ内的なメカニズムの追

求を必要とする。換言ずれば，このことは，農家が，肉

己の生産物を，費用価格（C十V）水準を基準にして，

どう実現し，あるいはそれ以上の剰余をいかに獲得する

かあるいは獲得できないかということである。　ところ

で，氏の見解からは，戦前におけるわが国の農業の再生

産の展開についての，一般的な傾向をつかむことはでき

ても，　「零細農耕」独自の，いわゆる「零細農耕」の内

在的展開過程での農民層の分化・分解の必然性という点

が，明らかにされないのではなかろうか。そして，中二

四・中堅層の漸増といっても，どうして農家層が，この

中間層・中堅層に集中するという内在的必然性もすっき

りしないのではなかろうか。このことは，’前に指摘して

きた氏の過渡的土地所有否定論に由来するのではなかろ

うか。

　この山田氏の論述は，つまり，先の維新以降農業生産

展開の地主的土地所有にたいする零細農耕の対抗的展開

は，維新以降の土地所有の過渡的土地所有の展開を軸と

する，農業生産の次のような構造的展開としていわれる

のではなかろうか。すなわち，それは，山田氏が，戦前

段階の農業生産力展開構造について先に指摘された3点

を基本的につらぬく論理の，農民層分化・分解との関連

での把握の問題である。それは，維新の変革によって，

私的土地所有鴬過渡的土地所有の体制的確立による農業

生産力構造の成立ということを意味するものであろう。

つまり，それは，維新以降の工業部門における資本主義

の展開・発展に照応する，直接的生産者である農民から

の，共同地の収ζヂ家内工業の分離による高利貸地主へ

の農民の従属を背景としての，農業経営とマニファクチ

ュア的工業の結合による地主手作・家農経営の成立・展

開とそれをとりまく辰業経営（小作経営・自作経営等々

の零細経営）の展開が，明治41年までの農業生産の展

開であるといえるということである。かかる農民からの

共同地の収奪・家内工業の分離が，農民の労働力の，本

来的な農業生産を中心とする燃焼を必然化し，そこでの

農業生産の展開が，反当収量を増加せしめる農業技術

（晶穣改良施肥集約化，長床梨→短床梨への転化，乾田

馬耕，耕地整理）を発展せしめたといえるのではなかろ

うか。したがって，維新の変革による地租改正を契機と

する農民の商晶生産者化，共同地の収奪・家内工業の分

離による農民層の分化・分解の展開　　地主小作関係の

展開，地主手作・蒙農経営の形成一のうちに，かかる

野業技術の発狼が，体制としての資本主義の発展に照応

しながらもたらされ，そして，農工分離による本来的農

業生産に立脚する小規模農業生産の成立が，氏のいわれ

る明治41年以降の中間層・中堅層＝零細辰耕を支配的

にもたらしたのではなかろうか。ということは，農民が

第3節でふれた［本来的農業十共同地の利用十家内工業コ

として自己の労働を完結せしめて，これまで自己の再生

産の基盤一いわゆるC十Vを狐｛卸していたのが，本

来的農業を中心としてC＋Vを獲得することになって

きたことを示すものであろう。ところで，官庁統計をも

とにしてわが国の農業の骨髄としての自作中堅層の吟味

をすることによって，山田氏は～中間層・中堅層・零細

慶耕の危弱さを次のように指摘ffる。つまり，わが国の

農家水準一般よりもはるかに耕作規模が大きく，小作料

を支払わないにもかかわらず，農業所得だけで生計が可

能になったのは昭和12年（太平洋戦争）に入ってから

である18）。そして，その農業経営を基本的に基底する農

業用財産構成中の，家畜・農機具価格の土地価格にたい

する比率は，1．5％・2．5％であり，わが国の農業にお

ける土地価格の重さと家畜・農機具の貧しさを如実に物

語るものである19）。かかる自作中堅層であってさえもそ

の生産の基礎は，輩斜なものとはいえず，　「そこに自作

中堅層分解の起点20）」があったのである。そこで，氏は

この自作中堅層の分化・分解を農地の売買から次のよう

に指摘する。この農地売買は，明治32年～大正5年に

「最も顕著」にあらわれ，農地の冗却超過による自作炭

の耕地の縮少→小作炭家・プロレタリア化という下降分

化・分解として，自作巌は分化・分解していった。そし

て，昭和8年～！0年にも，自作農の／♪乏地売却は，購入

を起過しているが，自作農創設により白小作・小作農の

農地購入が売却より多くなり，かかる自小作・小作辰の

進展を通して，中間層・中堅層の展開がこの期に形成さ

れてくる21）。しかし，その「根底を貫くものは，・…固

有の自作中堅層地帯の漸次的分解の基本傾向の定在22）」

である。それゆえに，昭和16年以降は，太平洋戦争に

よる「農業労働力の四二」・「農業用資材の槻奪23）」によ

り，これら中堅層も一・般的に漸減するのである。このよ
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うな維新以降の中間層・中堅層＝零細農耕展開の危弱さ

が，わが国における過渡的土地所有の範騰の成立をいう

ことのできない根拠であるとして，氏は，維新以降にお

ける過渡的土地所有弓庭を否定するのである24）。

　しかし，そもそも射建的土地所有の緩和・解消によっ

て創り出される過渡的土地所有は，理論的には，三範疇

の未確立のもとにおける土地所有であり，それゆえにそ

の土地所有をもとにしての農業生産の展開は，商晶生産

の体制的展開・発展とともに三範疇化の胎動を内的に孕

むものである。したがって，そのような生産は，常に不

安定的にしか社会に存在しえないのである。ここに，こ

の土地所有をもとにしての生産の分化・分解の内在的必

然性があるのである。

　ところで，維新以降の農業生産構造は，先に再々指摘

してきたように農民の［本来的農業＋共同地の利用＋家

内工業コでの労働力の燃焼による再生産基盤＝C＋V獲

得から，本来的農業を中心とする農民の再生産基盤羅C

＋Vの獲得という生産力の発展とともに商晶生産がきわ

めて緩漫に深化することによって，展開してきたのであ

る。かかる農業生産構造の展開が，明治後期の産業資本

の体制的確立とともにそれまでの地主・小作関係への分

化・分解を基調とする，農民層の分解が，それ以降複雑・

錯綜化してくるのである。つまり自作農の自小作一一〉小自

作→小作→プロ化の下降分化・分解および極く一部の自

作農の自作地主→地主胞作→地主への上昇展開，地主の

自作化の下降分化，小作農の小輿作→自小作→自作→地

主への上昇展開一一いわゆる自小作前進，として各層に

おける内在的分化等々というように農村における階層の

分化・分解が，流動的に進行してくるのである。このよ

うな農村内部における農民の流動的展開は，維新以降に

おける過渡的土地所有をもとにしているのではなかろう

か。したがって，このことは維新以降における過渡的土

地所有にもとつく農業生産の具体的なあらわれであり，

したがって，維新以降の農業生産の展開は，このような

土地所有をもとにしではじめて把握されるものといえる

であろう25）。

　次に，農地改革後における山田氏の「零細農耕の論理」

と農民層の分化・分解についてであるが，それは以下の

ように整理されるであろう。

　つまり，山田氏は，農地改革によって戦前のわが国の

農業生産力発展構造を基本的に規定していた「半封建

的・地主的土地所有」は，その根源において決定的に再

編されたと述べる。そして，氏は，改革後の土地所有を

「零細地片の私的土地所有26）」であると規定する。（山田

氏は，改革後の土地所有を自由な農民的土地所有の一つ

としての，自作農的土地所有とはみなさない27））。　この

ように改革後の土地所有は，再編されたのであるが，零

細農耕としての生産構造それ自体は何ら変化を見ること

はなかったと，氏は指摘する。そして，氏は，改革後の

農業生産力の発展を一応認める。しかし，零細農耕それ

自体が，改革後も変わっていないがゆえに，改革後の農

業問題把握のポイントは，「生産力発展と零細農耕との

矛盾23）jの把握にあると，氏は振信ずる。なわち，「改

革後，農業生産力の段階的発展は，正しく，確認しう

るところである。が，・…農家の家族家計費は，それ

よりも一層急速に上昇して，零細規模に立脚する農家経

済の存立を，一層困難ならしめて来ている29）」，　これが

現段階におけるわが国農業生産の「生産力発展と零細農

耕との矛盾の集中的表現30）」である，と氏は指摘してい

る。そこで，氏は，　「農民の階層区分は，農民層分解の

形態によって現定される31）」として，家計費（農業所得）

との関連において，次のように農民層を区分される。そ

の場合，氏は，　まず中農層を上限と下限に分けて規定

し，さらに富裕農・貧農層を規定する。すなわち，中農

層の上限は，農業所得だけで自家の家計費を償い，雇傭

労働を一人まで使用する農家層である。　（耕作面積規模

規定一東北で2．75町歩層）。　下限は，農業所得と農

外所得其他をもって家計費を償い，雇用労働なしの農家

層である（耕作面積規模規定一一東北，1．25町歩層）。

かくして，中農層は，1．25～2．75町歩の層と規定され，

「農民層分解の分岐するところと規定32）」される。そし

て，この中農層の上限以上が富裕農層であり，この層は

農業余剰を得ており，雇傭労働を一一入以上使用している

（耕作面積規模規定一一3町歩を典型とする）。中農層の

下限以下が貧農層で，特に！町歩以下の層は，典型的な

貧農層である。なかんずく，O．5町以下層は，　「半プor

レタリア＝二二層を形づくる33）」。　と。そこで，氏は，

改革後の農民層の分化・分解の方向を以下のように結論

される。すなわち，「中農層を分岐点として，上層の富

裕農へ，又，下層の貧農層へと分化＝分解する必然性。

即ち，農民層分解の典型的な形態34）。Jの方向を，現段

階では示している。それは，「再生産構造の内に位置を

占める農業所得［零細農耕が終局的な限界と3るコと家

計高等との座標の関係から規定される35）jのである。そ

して，このような現段階の農民層の分化・分解の進行は，

「農民層分解の分岐点」を上昇させ，分解を「一層深化」

せしめている36）。つまり，分解は，　「中農層を中農層た

らしめている基盤を心慮化し，従前の中農層の一定部分

を貧農層へ切り落す傾向を，内包3？）」せしめながら進行
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しているのである。

　以上が，山田氏の農地改革後における炭業の再生産構

造把握をもとにしての，農民層の分化・分解についての

大略である。

　このように山田氏が，「生産力発展と毒忌農耕の矛盾」

の展開のうちに改革後の辰民謡の分化・分解の，現実化

を指摘しているのは基本的に正しい指摘であると考えら

れる。そして，農民層の分化・分解における，階層区分

の基準を農民の農業生産からの所得の大小におき，かつ，

その農業の再生産過程が雇用・非雇用によって営まれて

いるかどかにおいて考察しているのは，正しい階層区分

の基準であると考えられる。というのは，農民層の分化・

分解は，歴史の一定段階における辰叢生産において，農

民が，いかにその生産から自己を社会的に再生産してい

く物質的基礎を獲得し，かつ，それが，どの程度獲得さ

れるかによってもたらされるからである。

　ところで，山田氏は，「零細農耕」の展開における現

段階での矛盾をここで指摘しているのであるが，　この

「零細農耕」それ自体の矛盾については，十二分に説得

的に論述していない。それゆえ，氏の論述において，農

民層の分化・分解の内的な必然性は，いかなるところに

あるかという点がはっきりしない。それは，氏の改革後

の土地所有の現実の生産過程における，邊求の不充分さ

に由来するものではなかろうか。つまり，氏は，改革後

の土地所有を「零細地瓦の私的所有」として規定してい

るのであるけれども，その土地所有の辰業生産それ自体

における内在的な究明を氏はしていないのである。すな

わち，氏は，マルクスが『資本論第3部第47章第5

節において自由な農民的土地所有（分割地農的土地所有）

成立の近代社会における歴史的・社会的条件を指摘して

いるのであるが，改革後の土地所有は，かかるマルクス

の指摘による歴史的・社会的条件のもとでの土地所有で

はないから，その土地所有をこのマルクスの指摘した土

地所有の概念でもって把握することは誤りであるとし

て，改革後の土地所有を「零細地片の私的所有」として

托握すべきであると主張しているのである。が，この氏

　　　　　　　　　　　ノの「零細言詞の私的所有」は，直接的生虐者である農民

の三位一体所有にもとつく生産での土地所有の形態とし

ていわれているものと考えられる。ところで，この三位

一体的所有のもとでの生産における，農民の所得（収

入）は，その所有形態の性格からしてそのおかれた歴史

的・社会的条件は違っていても，資本主義的諸i巨疇を擬

制的に適用していえば，労賃・利潤・地代の混合的所得

（収入）としてもたらされるものである。　それゆえ，か

かる所；有形態での農民は，この混合的所得（収入）をも

とにして自己を社会的に再生産していくのであり，した

がって，そのような辰民は，生産において自己の各々の

所有にたいして自立的な所得（収入）を本来的に要求す

るものではない。しかし，社会的総生産が発展的に展開

レ，労働力が慶業と工業との関係において流動的に移

動・環流する段階においては，辰業生産における生産諸

要因（労働力・資本・土地）も自立化の胎動を内部的に

も外部的にも余儀なくされる。ここに，この三位一体的

な所有にもとつく生産の動揺がもたらされ，そこでの生

産者の不安定が惹起する。まさに，改革後の農業生産は

この過程を内部的に孕みながら展開しているものと考え

られる。つまり，！950年代後半の，わが国の経済の高度

成長期を契機とする農村からの人口流出，工業面におけ

る労賃水準の相対的な上昇，そして辰業生産への機械化

の浸：透・拡大等等として，脹業生産での労働力評価の高

まり，そこで，資本の自立的要求の緩慢ながらの展開

が，私的小土地所有をそこでの生産の展開において栓柵

とするにいたったものといえる。ここ忙，生産力の発展

と私的小所有の矛盾が，現夷的に顕在化したものとみな

される。

　このように改丁後の農業生産の展開は，まず内部的に

把握すべきではなかろうか。したがって，改革後の土地

所有は，マルクスのいう自由な農民的土地所有（分割王氏

農野土地所膚）の成立の歴史的・社会約条件は違ってい

ても，基本的にそこでの論理よにって把握されるといえ

るのではなかろうか。

　註　1）　戦後このような視点において山田氏が分析さ

　　　　れた代表的な論稿は，　「農地改ヰ1の歴史的惹義

　　　　一口題総括への一試論一」（『戦後日本面面

　　　　の諸五五』収所，！949年，有斐閣，以下「一一一

　　　　意義」と略記する。），『日本農業生産力構造』・

　　　　第1都（1960年，岩波書店，以下r一構造di

　　　　と駆uiする。），　MH本農業再生産構造の基礎的

　　　　分析』，1962年，土地制度資料保存会派がある。

　　　　ここでは，　「一意義」・臥一構造』によって

　　　　考察をしている。なお，これらの山田氏の論稿

　　　　は，罐露な統計資料の分析をもととして展開さ

　　　　れているのであるが，ここではその点にはふれ

　　　　ず氏の葡理の展開のみに限定して検討を進め

　　　　る。そしてまた，域は，わが厨農業の地域的考

　　　　察を踏まえながら論理を展開しているのである

　　　　が，　その点についてもふれない。　その意味で

　　　　は，ここでの検討は，きわめて不充分であるが，

　　　　小諭が，農民鰻分解と地代範疇についての基礎

　　　　埋論を考察することを直接12的としている関係
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　　上，お許し願いたい。そのため誤解による検討

　　をしているかも知れないので，多くの御叱正を

　　いただきたい。

2）　山田同上論文「一意義」参照。

3），4），5），6），7），8）　山田同上『一構造ゐ

　10頁。そして，ここで氏は，「全鰐題把握の鍵

　　となるのは，地主的土地所有とその下における

　農業生産力構造との構成と段階との把握である

　　として，間違いでなかろう。」（i⊥欄岡上書，10

　　～1！頁）といっている。

9），10）　山田前掲同上「一一一意義」，148頁，！50

　　頁。

1！）　山田同上「一一意義」，151～154頁。

ユ2）　　lk田同上　ヂー意義一1，　！62　頁：。

13），　14），　15）　　出題ヨi岡上　「一意義i」，　　164～！66

　頁。

16）　山田同上「一一意義」，162頁。

17）　山田同上「一一意義」，166～170頁。なお，

　　この「一一意義」については，綿谷赴夫氏の書

　評的論文（『農業綜合研究』第4巻第2号，！950

　年）を参照されたい。

18），　19），　20），　2ユ）　　1．Li｝二とIl葭｝上　f一意義」，　　155

　～156頁。

22），23）　山鼠i同上「一意義」，159頁。

24）　ここでの過渡的土地所有否定の山旧事の見解

　は，『一分析sでの見解と同様である。（山田

　同上「一意義」，155　’v　156頁）。

25）　このように把握することによって山田氏の掲

　げている右の表（＝自作農分解の方向）も正し

　　く理解されるのではなかろうか。

26）　山田『再生産構造と農民層分解』，1961年，

　御茶の水書房の「まえがき」参照。

27）　山田前掲同上『一構造』，9頁。つまり，山

　平氏は，「Payzelleneigentumの概念規定をも

　って，改革後の瞬本農業＝農民の所有形態を律

　するのは妥当でない。」と主張している。　とい

　うのは，氏によれば，その概念規定は，　『資本

　i諭』第3部における，農村入口が都市人口を著

自作機分解の方向

＼福織29戸
　　＼＼　　　　（36戸撃葦）
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　　39　302　70　6　13

　　　　48
（5）　（3）　（9）

　自作農965戸中，自作農として溜るもの918戸（95．1
　％）・その内，同一一規模に留るもの701戸（72．6％）・

　他は分離，264戸。

　　1．上昇（地主，大規模耕作へ）82戸

　　∬．下降（小規模耕作，小作農，プロtへ）164戸
　　1登．　一Pt一一一イ也　　！8戸一

備考　1）　山田盛太郎「一意義」，　（響戦後日本経済の

　　　　　諸問題』置紋，157頁）による。

　　　2）　原資料。　帝国農会『本邦自作農の状況』其

　　　　　一一，大正8年刊。

　　しく凌駕しており，資本主義生産様式が一般的

　に支配的に展開しておらない段階においていえ

　ることであるからということによる。　（山田同

　上『一一構造誰，9頁）。

28），29），30）　山田同上『一一一構造』，109頁。

3ユ），32）　由田圃上蟹一構造』，ユ18頁。

33）　　al江I　i玉上　gy一構造』，　118～l19　頁。

34），　35），　36），　37）　　9」ほヨ｝司＿ヒ　即一一一構造譲，！‡9～

　120頁。

　　　　　　　　　　　　（i966．　10．　8．）

　付　記

　　学誠批判としては，労農派の見解・中農標準

　　化論・最近における分解論の検討批判を予定

　　している。
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丹・geir．：　ノ喪民糠｝ラテ角皐と土也・代f糖｝1縣

翫瓢簸塾躍y

　　　　1）　It　is　said；　that　the　Landlordly　landownership　（Kisei一　jinushi－sei）　had　played　a　great

role　in　agriculture　of　modern　Japan　from　Meiji　Restoration　past－war　Land　Reform．

　　　　2）　My　very　question　is　the　followin．cr；　What　relation　te　the　disinte’gt’ation　of　peasantry

had　the　Landlordly　landownership　in　Japan？　NVas　there　any　connection　between　this　land－

ownership　and　the　development　of　capitalism　in　Japan？

　　　　3）　ln　this　paper，　1　have　inquired，　in　order　to　answer　this　question，　how　this　issure　was

treated　by　some　theorists　of　Old　Koza　Schoel，　for　it　has　been　said　that　they　had　firstly　made

a　systematic　and　theoretical　analysis　on　the　development　of　capitalism　in　Japan　since　Meiji

Restoration．

　　　　4）　The　main　points　of　thelr　view　on　this　issure　were　the　following；　in　agriculture　of

pre－war　modern　Japan，　t．he　nature　of　landownership　was　Semi－feudal，　and　the　mode　of　produc－

tioR　was　the　sraall　and　feudal　farming．

　　　　5）　But　now　1　point　out　that　their　view　is　full　ef　mistakes，　because　we　can　acknowledge

the　fact　of　the　development　of　commercial　farm　preduction　in　agriculture　of　Japan　since　Meiji

Restoration．

　　　　6）　And，　in　this　paper，　1　have　expressed　my　views　on　the　issure　as　follows　l　（1）　we　must

deal　with　the　forms　of　laRdownership　in　Japan　since　Meiji　Resteration，　in　the　categery　not　of

Semi－feudal　landownership　but　of　transitioma1　landownership，　and　（2）　therefore，　we　must　deal

with　the　disintegration　of　peasantry　in　the　case　where　the　market　price　of　agricultural　products

is　oR　the　level　of　cost　（original　cost　plus　self－sustaining　“wages”），　which　is　necessary　for　the

direct　producers　to　maintain　their　production．
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